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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第109期中 第110期中 第111期中 第109期 第110期

会計期間

自　平成18年
　　４月１日
至　平成18年
　　９月30日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成19年
　　９月30日

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成18年
　　４月１日
至　平成19年
　　３月31日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

営業収益 (百万円) 10,993 12,749 8,142 24,705 22,182

純営業収益 (百万円) 10,627 12,167 7,708 23,856 21,124

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) 364 △121 △3,416 1,843 △3,295

中間(当期)純利益又は
中間(当期)純損失(△)

(百万円) 277 △295 △2,523 1,535 △4,869

純資産額 (百万円) 38,351 37,928 30,444 39,868 33,040

総資産額 (百万円) 189,152 175,752 126,196 202,262 137,040

１株当たり純資産額 (円) 89.83 88.93 71.25 93.39 77.40

１株当たり中間(当期)
純利益又は１株当たり
中間(当期)純損失(△)

(円) 0.66 △0.70 △5.96 3.63 △11.51

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 20.1 21.4 23.9 19.5 23.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 686 1,776 △916 △3,438 16,996

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △464 △1,549 △533 △1,761 △4,117

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,117 3,914 △5,509 11,406 △4,587

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 10,515 19,540 16,579 15,402 23,562

従業員数 (名) 930 1,012 1,016 930 1,002

(注) １　営業収益には消費税等は含まれておりません。

２　第109期中間期、第109期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、希薄化効果を有する潜在

株式がないため記載しておりません。

第110期中間期、第110期、第111期中間期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、１株当た

り中間(当期)純損失が計上されており、また、希薄化効果を有する潜在株式がないため記載しておりません。

３　従業員数は社員について示したものであり、執行役員、理事経営職、歩合外務員、嘱託・契約社員等は含まれて

おりません。

４　営業収益より、金融費用を控除したものを、「純営業収益」として計上しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第109期中 第110期中 第111期中 第109期 第110期

会計期間

自　平成18年
　　４月１日
至　平成18年
　　９月30日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成19年
　　９月30日

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成18年
　　４月１日
至　平成19年
　　３月31日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

営業収益
(うち受入手数料)

(百万円)
10,702
(8,751)

12,414
(9,481)

7,843
(5,637)

24,080
(18,844)

21,843
(16,311)

純営業収益 (百万円) 10,339 11,834 7,409 23,234 20,786

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) 406 △149 △3,511 1,872 △3,082

中間(当期)純利益又は
中間(当期)純損失(△)

(百万円) 324 △305 △2,870 1,596 △4,630

資本金 (百万円) 32,366 32,366 32,366 32,366 32,366

発行済株式総数 (千株) 423,601 423,601 423,601 423,601 423,601

純資産額 (百万円) 37,689 37,252 29,835 39,054 32,657

総資産額 (百万円) 186,157 173,489 125,127 199,292 135,632

１株当たり純資産額 (円) 89.05 88.03 70.43 92.28 77.18

１株当たり中間(当期)
純利益又は１株当たり
中間(当期)純損失(△)

(円) 0.77 △0.72 △6.78 3.77 △10.94

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ─ ─ ─ ─ ─

１株当たり配当額 (円) ─ ─ ─ 3.00 ─

自己資本比率 (％) 20.2 21.5 23.8 19.6 24.1

自己資本規制比率 (％) 388.3 336.8 301.5 344.8 281.7

従業員数 (名) 885 961 953 883 943

(注) １　営業収益には消費税等は含まれておりません。

２　第109期中間期、第109期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、希薄化効果を有する潜在

株式がないため記載しておりません。

第110期中間期、第110期、第111期中間期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、１株当た

り中間(当期)純損失が計上されており、また、希薄化効果を有する潜在株式がないため記載しておりません。

３　従業員数は社員について示したものであり、執行役員、理事経営職、歩合外務員、嘱託・契約社員等は含まれて

おりません。

４　営業収益より、金融費用を控除したものを、「純営業収益」として計上しております。
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２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループが営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

　

３ 【関係会社の状況】

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。なお、当社グループは100％出資の香

港現地法人である「日本環宇証券（香港）有限公司」を事業再編に伴い平成20年７月１日付で清算するこ

とを決議し、現在清算手続中であります。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名)

連結会社合計 1,016

(注) １　当社は単一の事業セグメントを有しており、全連結会社の従業員数の合計を記載しております。

２　従業員数は社員について示したものであり、執行役員８名、理事経営職５名、歩合外務員35名、嘱託・契約社員

等93名は含まれておりません。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名) 953

(注)　従業員数は社員について示したものであり、執行役員６名、理事経営職５名、歩合外務員33名、嘱託・契約社員等81

名は含まれておりません。

　

(3) 労働組合の状況

コスモ証券従業員組合は、当社職員のみで組織する組合で、労使関係は組合結成以来きわめて円満に推

移しており、労使協調して社業の発展に努力しております。

なお、平成20年９月30日現在における組合員数は560名となっており、また、上部団体には所属しており

ません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績の概要

当中間連結会計期間のわが国経済は、米国サブプライムローン問題に端を発したグローバル金融市場

の混乱や米国景気の減速懸念により急激な円高に進行し、また、原油・原材料価格の高騰による物価の上

昇から個人消費が伸び悩み、景気の先行き不透明感を増して推移しました。

このような経済環境のなか、当中間連結会計期間の株式流通市場は、外国人投資家による買いを原動力に

６月上旬まで堅調に推移し、日経平均株価は６月６日に14,489円44銭の期中高値を付けました。しかしそ

の後は、世界的なインフレ懸念の高まりや金融不安の再燃等を受けて下落基調に転じました。特に９月に

入ると、米国政府系住宅金融機関の救済、証券大手リーマン・ブラザーズの経営破綻、そして保険大手Ａ

ＩＧの救済と金融システムは危機的な状況に陥り、株式相場の下落に拍車がかかりました。この金融不安

の影は、世界の主要株式市場の連鎖安を引き起こし、９月末の日経平均株価は11,259円86銭まで下落して

取引を終了しました。

一方、債券流通市場は、金融不安の一時的な緩和やインフレ懸念の高まりにより、３月末には1.2％台で

あった10年物長期国債の利回り（以下、長期金利）は上昇に転じました。更に、欧米金融当局の利上げや

日銀の協調利上げ観測まで浮上したため、６月中旬に1.895％を付けました。しかしながら、欧米金融市場

の不安は根深く、米金融大手の破綻が取りざたされ、金融不安が再燃したことから、長期金利は反転しま

した。また、日米景気後退観測も強まり、８月には1.4％前半まで低下しました。９月に入って、リーマン・

ブラザーズの破綻から1.375％を付けましたが、９月末の長期金利は1.4％半ばで取引を終えました。

　

このような状況のもと、当中間連結会計期間の営業収益は81億42百万円（前年同期比36.1％減）、販売

費・一般管理費は112億71百万円（同9.3％減）となり、経常損失は34億16百万円（前年同期は1億21百万

円の損失）、中間純損失は25億23百万円（前年同期は2億95百万円の損失）となりました。

　

当中間連結会計期間の主要な連結の収益・費用等の概況は、以下のとおりです。

①　受入手数料

受入手数料の合計は58億円(前年同期比40.8％減)となりました。内訳は以下のとおりであります。
　

前中間連結会計期間
(百万円)

当中間連結会計期間
(百万円)

前連結会計年度
(百万円)

前年同期増減率
(％)

受入手数料 9,797 5,800 16,834 △40.8

　委託手数料 6,250 3,066 10,275 △50.9

　　　(株券) (6,228) (3,043) (10,220) (△51.1)

　　　(債券) (5) (4) (7) (△5.1)

　引受け・売出し
　手数料

75 37 130 △49.8

　　　(株券) (47) (1) (73) (△97.4)

　　　(債券) (28) (36) (57) (30.8)

　募集・売出しの
　取扱手数料

1,937 1,277 3,421 △34.0

　その他の受入手数料 1,534 1,417 3,008 △7.6
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ａ　委託手数料

当中間連結会計期間の東証１日平均出来高は20億1百万株（前年同期比10.4％減）、同売買代金は

2兆2,251億76百万円（同27.3％減）となりました。こうした環境のもと、当社グループは、リテール

営業を強化し、市場環境に対応した株式営業に努めましたが、当社グループの総売買高は48億2百万

株（同26.7％減）となり、総売買代金は3兆5,837億73百万円（同46.1％減）となりました。このうち

委託売買高は41億15百万株（同19.6％減）、委託売買代金は2兆8,462億77百万円（同39.8％減）と

なり、委託手数料収入は30億66百万円（同50.9％減）となりました。

ｂ　引受け・売出し手数料

株式発行市場では、米国サブプライムローン問題に端を発した市場環境の悪化等から既公開株式

・新規公開株式とも募集・売出しを行った銘柄が前年同期より大幅に減少したことで、株式引受高

は 5百万円（前年同期比99.6％減）となりました。一方、債券発行市場では、地方債で入札方式の案

件に積極的に参加し、2銘柄の事務幹事を務めた結果、引受高は大幅に増加しました。また、個人投資

家向けに募集される一般事業債の引受高も増加したことなどから、債券引受高は 421億75百万円

（同28.9％増）となりました。これらの結果、引受け・売出し手数料は合計で37百万円（同49.8％

減）となりました。

ｃ　募集・売出しの取扱手数料、その他の受入手数料

当中間連結会計期間は、営業体制を強化し、中長期的な資産運用の提案営業に取組み、海外の債券

ファンドを中心に投資信託の残高増加に努めました。また、新規ファンドとしまして、近年、新興各国

の経済成長から注目されるコモディティ市場に投資を行うファンドを導入し、お客様の金融資産運

用ニーズにお応えできるよう、品揃えの充実を図って参りました。

　しかしながら、米国サブプライムローン問題に端を発した世界的な景気減速懸念から株式市場は大

きく下落し、多くのファンドにおいて基準価額が大幅に下落するという厳しい環境となりました。

　その結果、当中間連結会計期間の投資信託の募集・売出しの取扱高は3,736億48百万円（前年同期

比31.2％減）と減少しました。また、募集・売出しの取扱手数料は12億77百万円（同34.0％減）と減

少し、その他の受入手数料は、投資信託の信託報酬による収入等が減少したことにより、14億17百万

円（同7.6％減）となりました。

　

②　トレーディング損益

当中間連結会計期間のトレーディング損益は、株券等が1億88百万円（前年同期比80.3％減）、債券

等が11億11百万円（同76.7％増）となり、その他を含めたトレーディング損益の合計は12億99百万円

（同18.1％減）の利益となりました。
　

前中間連結会計期間
(百万円)

当中間連結会計期間
(百万円)

前連結会計年度
(百万円)

前年同期増減率
(％)

トレーディング損益 1,586 1,299 2,924 △18.1

　株券等 957 188 1,123 △80.3

　債券・為替等 629 1,111 1,800 76.7

　　　(債券等) (644) (1,117) (1,786) (73.2)

　　　(為替等) (△15) (△5) (13) (─)

　

③　金融収支

当中間連結会計期間は、金融収益10億42百万円（前年同期比23.7％減）、金融費用4億34百万円（同

25.3％減）とそれぞれ減少し、差引金融収支は6億7百万円（同22.5%減）となりました。

　

④　販売費・一般管理費

当中間連結会計期間は、販売費及び一般管理費削減プロジェクトを推進し、費用の徹底的な見直しに
努めましたことにより、不動産関係費以外の全ての項目で大幅なコスト削減をいたしました。その中で
も、広告宣伝に係る費用等を大幅に圧縮したため、取引関係費が6億61百万円（前年同期比25.3%）減少
しました。加えて、法人部門の撤退・縮小に伴い、事務委託費等の事務費が6億76百万円（同29.9%）減
少しました。一方、昨年実施した大阪本店、東京支店の移転等により店舗賃料に係る不動産関係費が18
億63百万円と4億32百万円（同30.2％）増加しました。その結果、販売費・一般管理費は112億71百万円
（同9.3%減）と減少しました。
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⑤　特別損益

特別利益は、金融商品取引責任準備金戻入7億15百万円を計上したことにより9億51百万円となりま

した。特別損失は、事業撤退・縮小に伴う事業再編損13億36百万円等を計上したことにより、16億15百

万円となりました。
　

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間のキャッシュ・フローにつきましては、現金及び現金同等物は、期首残高より69億

83百万円減少し、期末残高は165億79百万円（前連結会計年度末比29.6％減）となりました。

内訳は以下のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、信用取引の収支83億28百万円の収入があったものの、税金等

調整前中間純損失40億80百万円を計上したことに加え、トレーディング商品の収支19億89百万円の支

出及び受入保証金28億23百万円の支出があったことなどから、9億16百万円の支出（前年同期は17億76

百万円の収入）となりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、無形固定資産等の取得による6億9百万円の支出があったこ

となどから、5億33百万円の支出（前年同期は15億49百万円の支出）となりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入れによる収入30億円があったものの、短期借入金の

返済による85億円の支出があったことなどから、55億9百万円の支出（前年同期は39億14百万円の収

入）となりました。

　

(3) トレーディング業務の概要

トレーディング商品：当中間連結会計期間の期末日時点のトレーディング商品の残高は、以下のとお

りです。

前中間連結会計期間末
(百万円)

当中間連結会計期間末
(百万円)

前連結会計年度末
(百万円)

資産の部のトレーディング商品 12,692 11,659 6,824

　商品有価証券等 12,623 11,588 6,705

　　株券 5,771 32 122

　　債券 6,851 11,552 6,569

　　受益証券等 0 3 13

　デリバティブ取引 69 71 119

　　オプション取引 2 ─ ─

　　為替予約取引 0 20 4

　　先物取引 66 50 115

負債の部のトレーディング商品 4,483 5,447 2,602

　商品有価証券等 4,385 5,444 2,513

　　株券 1,361 3 61

　　債券 3,024 5,441 2,452

　デリバティブ取引 97 2 88

　　オプション取引 5 ─ ─

　　為替予約取引 18 ─ 1

　　先物取引 74 2 86

　

トレーディングのリスク管理：「第５　経理の状況」の(有価証券及びデリバティブ取引の状況)をご

参照ください。
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２ 【対処すべき課題】

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。　　

　

３ 【経営上の重要な契約等】

＜㈱ＣＳＫホールディングスとの株式交換＞

　当社と㈱ＣＳＫホールディングスは、当社を株式交換完全子会社とするための株式交換を行うことを平成20年

５月23日に決定し、同日株式交換契約を締結いたしました。

　株式交換の概要は以下の通りであります。

（1）株式交換の目的

　　 各種証券系サービスの事業基盤を持つ㈱ＣＳＫホールディングスとの協調体制を強化することを目的と

　　しています。

　　 当社及び㈱ＣＳＫホールディングスは、当社を株式交換完全子会社、㈱ＣＳＫホールディングスを当社

　　の株式交換完全親会社とするための株式交換の手続きを行いました。

（2）株式交換の期日

　　 平成20年８月１日

（3）株式交換の方法

　　 ㈱ＣＳＫホールディングスが保有する自己株式を割当て、不足相当分の普通株式を新株として発行す

　　る。

（4）株式交換の比率

　　 当社の株式１株に対し、㈱ＣＳＫホールディングスの株式0.046株を割当てます。

（5）株式交換比率の算定根拠

　　 株式交換比率の算定は、当社はダフ・アンド・フェルプス㈱に、㈱ＣＳＫホールディングスはＺＥＣＯ

　　Ｏパートナーズ㈱にそれぞれ依頼し、その算定結果を参考として、当事者間で協議し株式交換比率を決定

　　しました。

　　 ダフ・アンド・フェルプス㈱は、当社及び㈱ＣＳＫホールディングスについて市場株価法及びディスカ　　

　　ウンテッド・キャッシュフロー法（ＤＣＦ法）による分析を行い、それぞれの結果を総合的に勘案して当

　　社と㈱ＣＳＫホールディングスの株式交換比率を算定しております。

　　 ＺＥＣＯＯパートナーズ㈱は、当社及び㈱ＣＳＫホールディングスについて、市場株価法、類似上場会

　　社法及びデスカウテッド・キャッシュフロー法（ＤＣＦ法）による分析を行い、その結果を総合的に勘案

　　して当社と㈱ＣＳＫホールディングスの株式交換比率を算定しております。

（6）㈱ＣＳＫホールディングスの資産、負債・純資産の状況（平成20年３月31日現在）

資産 金額（百万円） 負債・純資産 金額（百万円）

流動資産 172,154流動負債 128,592

固定資産 180,315固定負債 79,352

純資産 144,524

合計 352,469合計 352,469

　

（7）株式交換完全親会社となる会社の概要 

   名称　　　　　　　　株式会社ＣＳＫホールディングス 

　　 代表者　　　　　　　代表取締役社長　福山　義人 

　　 本店所在地　　　　　東京都港区南青山二丁目26番１号 

　　 資本金　　　　　　　73,225百万円(平成20年３月31日現在)

　　 事業内容　　　　　　持株会社 
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＜㈱ＣＳＫホールディングスより劣後特約付借入の実施＞

　当社は、平成20年６月９日開催の取締役会において、親会社である（株）ＣＳＫホールディングスより劣

後特約付借入を実施することを決議するとともに、平成20年６月30日付で借入を実施いたしました。

　概要は、以下のとおりです。

(1) 目的

　　　財務の安定性改善

(2) 内容

金額 30億円

期間 平成20年６月30日～平成22年６月30日

利率 3ヶ月TIBOR+2％(TIBOR→東京市場における銀行間取引金利)

返済条件 期限一括返済

担保の有無 無担保

　

４ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、

重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 500,000,000

計 500,000,000

(注)　当社は、平成20年９月11日開催の取締役会及び株主総会の決議により、平成20年10月15日付で株式併合に伴う定款

変更が行われ、発行可能株式総数は340,000,000株減少し、160,000,000株となっております。

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年12月17日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 423,601,99340,000,000 非上場(注) ―

計 423,601,99340,000,000 ― ―

(注)1　当社は、平成20年８月１日付で、株式交換により株式会社ＣＳＫホールディングスの完全子会社となったため、平

成20年７月28日に東京証券取引所(市場第一部)、大阪証券取引所（市場第一部）、名古屋証券取引所(市場第一

部)を上場廃止となりました。

(注)2　株式の譲渡制限に関する規定は次の通りです。

 当社の発行する全部の株式について、会社法第107条第1項第1号に定める内容（いわゆる譲渡制限）を定めて

 おり、当該株式の譲渡又は取得について取締役会の承認を要する旨を定款第7条において定めております。

(注)3　当社は、平成20年９月11日開催の取締役会及び株主総会の決議により、平成20年10月15日付で株式併合を実　　　　 

　

　　　　施し、発行済株式数が383,601,993株減少し40,000,000株となりました。
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(2) 【新株予約権等の状況】

 　　　該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

 　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年９月30日 ― 423,601 ― 32,366 ― ―

(注)　平成20年10月15日付で、10.590049825株を1株に併合したことにより、発行済株式総数が4,000万株となりました。

また同日付で減資も行い、資本金を18,866百万円減少させ、その他資本剰余金へ18,866百万円振替えました。
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(5) 【大株主の状況】
平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社ＣＳＫホールディングス 東京都港区南青山２丁目26番１号 423,601 100.00

計 ― 423,601 100.00

　

　

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】
平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ─ ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

423,601,000
423,601

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

単元未満株式
普通株式

993
― 同上

発行済株式総数 423,601,993─ ―

総株主の議決権 ─ 423,601 ―

　

　

EDINET提出書類

コスモ証券株式会社(E03758)

半期報告書

13/83



② 【自己株式等】

　　　該当事項はありません。

２ 【株価の推移】

　

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 104 112 110 99 ― ―

最低(円) 81 95 97 86 ― ―

(注)１　株価は、東京証券取引所市場第一部における市場相場であります。

２　平成20年７月28日付で上場廃止し、株式会社ＣＳＫホールディングスの完全子会社となったことに伴い、最終取

引日である平成20年７月25日までの株価について記載しております。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　

 役職の異動

　

役員の氏名 新役名及び職名 旧役名及び職名 異動年月日

熊﨑　龍安
専務取締役

（企画本部・コンプライアンス本
部・引受審査管掌、内部監査担当）

取締役
（内部監査・企画本部・管理本部
・コンプライアンス本部・引受審

査管掌）

平成20年6月30日

林　由修

取締役
（商品本部・投資調査・引受管掌、投

資顧問担当）

取締役
（内部統制推進・商品本部・投資調
査・引受管掌、投資顧問担当）

平成20年6月30日

取締役
（商品本部・引受管掌、投資顧問担

当）

取締役
（商品本部・投資調査・引受管掌、投

資顧問担当）
平成20年9月1日

取締役
（商品本部・引受管掌）

取締役
（商品本部・引受管掌、投資顧問担

当）
平成20年9月16日

取締役
（商品本部・ＲＢ本部・引受管掌）

取締役
（商品本部・引受管掌）

平成20年12月11日

山川　博
取締役

（営業サポート・大分コンタクトセ
ンター担当、営業本部長）

取締役
（営業本部長）

平成20年6月30日

中前　悟
取締役

（事務企画・システム企画・ネット
トレードセンター担当）

取締役
（営業本部副本部長）

平成20年6月30日
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４ 【業務の状況】

(1) 受入手数料の内訳

　

期別 区分
株券
(百万円)

債券
(百万円)

受益証券
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

第110期中
(自　平成19.４
至　平成19.９)

委託手数料 5,923 4 16 ─ 5,945

引受け・売出し手数料 47 28 ─ ─ 75

募集・売出しの取扱手数料 4 88 1,838 ─ 1,931

その他の受入手数料 76 11 1,024 416 1,529

計 6,052 132 2,880 416 9,481

第111期中
(自　平成20.４
至　平成20.９)

委託手数料 2,892 4 17 ─ 2,915

引受け・売出し手数料 1 36 ─ ─ 37

募集・売出しの取扱手数料 ─ 17 1,260 ─ 1,278

その他の受入手数料 44 16 920 423 1,405

計 2,938 76 2,198 423 5,637

　

(2) トレーディング損益の内訳

　

区分

第110期中 第111期中

実現損益
(百万円)

評価損益
(百万円)

計
(百万円)

実現損益
(百万円)

評価損益
(百万円)

計
(百万円)

株券等トレーディング損益 981 △23 957 185 2 187

債券等・その他のトレーディング損益 633 △4 629 1,115 △3 1,111

　債券等トレーディング損益 642 2 644 1,138 △21 1,117

　その他のトレーディング損益 △8 △7 △15 △23 17 △5

計 1,614 △28 1,586 1,300 △1 1,299

　

(3) 自己資本規制比率

　

区分 第110期中 第111期中

基本的項目(百万円) (A) 36,802 29,659

補完的項目

　評価差額金(評価益)等(百万円) 450 176
　金融商品取引責任準備金等(百万円) 1,459 863

　一般貸倒引当金(百万円) 6 6

　長期劣後債務(百万円) ─ ─
　短期劣後債務(百万円) ─ 3,000

計(百万円) (B) 1,917 4,046

控除資産(百万円) (C) 12,042 12,651

固定化されていない自己資本額(百万円)(A)＋(B)－(C)(D) 26,676 21,054

リスク相当額

　市場リスク相当額(百万円) 677 391
　取引先リスク相当額(百万円) 1,682 870
　基礎的リスク相当額(百万円) 5,560 5,719

計(百万円) (E) 7,920 6,982

自己資本規制比率 (D) / (E)　× 100(％) 336.8 301.5

(注)　上記は、金融商品取引法に基づき算出したものであります。

なお、第110期中間会計期間の市場リスク相当額の月末平均額は1,108百万円、月末最大額は1,355百万円、取引先

リスク相当額の月末平均額は1,865百万円、月末最大額は1,979百万円であり、第111期中間会計期間の市場リスク

相当額の月末平均額は605百万円、月末最大額は812百万円、取引先リスク相当額の月末平均額は960百万円、月末

最大額は1,077百万円であります。
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(4) 有価証券の売買等業務の状況

当中間会計期間及び前年同期における有価証券の売買の状況は、次のとおりであります。

①　有価証券の売買の状況(先物取引を除く)

イ　株券

　

期別 受託(百万円) 自己(百万円) 合計(百万円)

第110期中
(自　平成19.４　至　平成19.９)

4,729,118 1,922,595 6,651,714

第111期中
(自　平成20.４　至　平成20.９)

2,846,277 737,496 3,583,773

　

ロ　公社債

　

区分 受託(百万円) 自己(百万円) 合計(百万円)

第110期中
(自　平成19.４　至　平成19.９)

883 712,428 713,312

第111期中
(自　平成20.４　至　平成20.９)

2,160 773,316 775,477

　

ハ　受益証券

　

期別 受託(百万円) 自己(百万円) 合計(百万円)

第110期中
(自　平成19.４　至　平成19.９)

64,362 41,572 105,934

第111期中
(自　平成20.４　至　平成20.９)

42,848 39,362 82,211

　

ニ　その他

　

期別

新株引受権
証書

(新株予約権
証券を含む)
(百万円)

外国新株
引受権証券

(百万円)

コマー
シャル・
ペーパー
 

(百万円)

外国証書

(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

第110期中
(自　平成19.４　至　平成19.９)

─ 0 ─ ─ ─ 0

第111期中
(自　平成20.４　至　平成20.９)

─ 0 ─ ─ ─ 0

　

〈受託取引の状況〉上記のうち受託取引の状況は次のとおりであります。

　

期別

新株引受権
証書

(新株予約権
証券を含む)
(百万円)

外国新株
引受権証券

(百万円)

コマー
シャル・
ペーパー
 

(百万円)

外国証書

(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

第110期中
(自　平成19.４　至　平成19.９)

─ 0 ─ ─ ─ 0

第111期中
(自　平成20.４　至　平成20.９)

─ 0 ─ ─ ─ 0
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②　証券先物取引等の状況

当中間会計期間及び前年同期における証券先物取引等の状況は、次のとおりであります。

イ　株式に係る取引
　

区分

先物取引
(取引契約金額：百万円)

オプション取引
(取引契約金額：百万円) 合計

(取引契約金
額：百万円)受託 自己 受託 自己

第110期中
(自　平成19.４　至　平成19.９)

70,8615,096,4541,288,4703,622,77410,078,560

第111期中
(自　平成20.４　至　平成20.９)

230,6202,376,504445,3654,098,1747,150,664

　

ロ　債券に係る取引
　

区分

先物取引
(取引契約金額：百万円)

オプション取引
(取引契約金額：百万円) 合計

(取引契約金
額：百万円)受託 自己 受託 自己

第110期中
(自　平成19.４　至　平成19.９)

─ 795,342 ─ 62,148 857,490

第111期中
(自　平成20.４　至　平成20.９)

─ 999,288 ─ 27,7271,027,015

　

(5) 有価証券の引受、売出業務及び募集、売出し又は私募の取扱業務の状況

当中間会計期間及び前年同期における有価証券の引受、売出業務及び募集、売出し又は私募の取扱業務

の状況は、次のとおりであります。

イ　株券
　

区分
引受高

(百万円)

売出高

(百万円)

募集の取扱高

(百万円)

売出しの
取扱高
(百万円)

私募の取扱高

(百万円)
第110期中

(自　平成19.４　至　平成19.９)
1,430 1,228 ─ 213 ─

第111期中
(自　平成20.４　至　平成20.９)

5 6 ─ ─ ─

　

ロ　公社債
　

期別
区分 引受高

(額面金額
：百万円)

売出高

(額面金額
：百万円)

募集の取扱高

(額面金額
：百万円)

売出しの
取扱高
(額面金額
：百万円)

私募の取扱高

(額面金額
：百万円)

種類

第110期中
(自　平成19.４
至　平成19.９)

国債 ─ ─ 19,691 ─ ─

地方債 26,140 ─ 1,041 ─ ─

特殊債 2,900 ─ ─ ─ ─

社債 3,670 ─ 1,064 ─ ─

外国債券 ─ 16,172 ─ ─ ─

合計 32,710 16,172 21,796 ─ ─

第111期中
(自　平成20.４
至　平成20.９)

国債 ─ ─ 3,514 ─ ─

地方債 36,415 ─ 833 ─ ─

特殊債 2,500 ─ ─ ─ ─

社債 3,260 ─ 2,457 ─ ─

外国債券 ─ 16,646 ─ ─ ─

合計 42,175 16,646 6,805 ─ ─
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ハ　受益証券

　

期別

区分
引受高

(額面または
申込金額
：百万円)

売出高

(額面または
申込金額
：百万円)

募集の取扱高

(額面または
申込金額
：百万円)

売出しの
取扱高

(額面または
申込金額
：百万円)

私募の取扱高

(額面または
申込金額
：百万円)

種類

第110期中
(自　平成19.４
至　平成19.９)

株式投信

単位型 ─ ─ ─ ─ ─

追加型 ─ ─ 78,941 ─ 210

公社債
投信

単位型 ─ ─ ─ ─ ─

追加型 ─ ─ 461,188 ─ ─

外国投信 ─ ─ 488 ─ 2,587

合計 ─ ─ 540,618 ─ 2,797

第111期中
(自　平成20.４
至　平成20.９)

株式投信

単位型 ─ ─ ─ ─ ─

追加型 ─ ─ 67,316 ─ ─

公社債
投信

単位型 ─ ─ ─ ─ ─

追加型 ─ ─ 304,674 ─ ─

外国投信 ─ ─ 557 ─ 1,100

合計 ─ ─ 372,548 ─ 1,100

　

ニ　その他

　

期別

区分 引受高

(額面金額
：百万円)

売出高

(額面金額
：百万円)

募集の
取扱高
(額面金額
：百万円)

売出しの
取扱高
(額面金額
：百万円)

私募の
取扱高
(額面金額
：百万円)種類

第110期中
(自　平成19.４　至　平成19.９)

コマーシャル・
ペーパー

17,800 ─ ─ ─ 17,800

第111期中
(自　平成20.４　至　平成20.９)

コマーシャル・
ペーパー

22,800 ─ ─ ─ 22,800
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第５ 【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年

大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)並びに同規則第48条及び第69条の規定に基づ

き、当企業集団の主たる事業である金融商品取引業を営む会社の財務諸表に適用される「金融商品取引

業者等に関する内閣府令」(平成19年内閣府令第52号)及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」

(昭和49年11月14日付日本証券業協会理事会決議)に準拠して作成しております。

なお、前中間連結会計期間(平成19年4月1日から平成19年9月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表

規則に基づき、当中間連結会計期間(平成20年4月1日から平成20年9月30日まで)は、改正後の中間連結財

務諸表規則に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)並びに同規則第38条及び第57条の規定に基づき、「金融

商品取引業者等に関する内閣府令」(平成19年内閣府令第52号)及び「有価証券関連業経理の統一に関す

る規則」(昭和49年11月14日付日本証券業協会理事会決議)に準拠して作成しております。

なお、前中間会計期間(平成19年4月1日から平成19年9月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に

基づき、当中間会計期間(平成20年4月1日から平成20年9月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成19年4月1日から平

成19年9月30日まで)及び前中間会計期間(平成19年4月1日から平成19年9月30日まで)の中間連結財務諸表

及び中間財務諸表については、新日本監査法人により中間監査を受け、当中間連結会計期間(平成20年4月1

日から平成20年9月30日まで)及び当中間会計期間(平成20年4月1日から平成20年9月30日まで)の中間連結

財務諸表及び中間財務諸表については、新日本有限責任監査法人により中間監査を受けております。

　なお、新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本有限責任監査法

人となりました。
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１【中間連結財務諸表等】
(1)【中間連結財務諸表】
①【中間連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 21,015 18,182 25,154

預託金 37,788 31,156 32,890

顧客分別金信託 37,623 31,047 32,695

その他の預託金 164 109 195

トレーディング商品 ※1
 12,692

※1
 11,659

※1
 6,824

商品有価証券等 12,623 11,588 6,705

デリバティブ取引 69 71 119

約定見返勘定 2,575 1,135 223

信用取引資産 72,156 35,963 46,105

信用取引貸付金 68,014 33,878 43,253

信用取引借証券担保金 4,141 2,085 2,851

有価証券担保貸付金 6,406 6,050 3,244

借入有価証券担保金 6,406 6,050 3,244

立替金 31 31 63

短期差入保証金 9,188 8,717 8,816

未収入金 77 564 382

未収収益 1,271 722 890

繰延税金資産 772 618 －

その他 1,052 764 717

貸倒引当金 △19 △26 △45

流動資産合計 165,010 115,541 125,268

固定資産

有形固定資産 ※4
 2,914

※4
 3,273

※4
 3,562

建物 1,078 1,479 1,583

器具備品 1,448 1,403 1,595

土地 387 382 382

リース資産 － 7 －

無形固定資産 1,544 1,883 2,639

投資その他の資産 6,283 5,497 5,570

投資有価証券 ※1
 3,916

※1
 2,862

※1
 3,242

長期貸付金 0 0 0

差入保証金 1,083 1,705 1,733

繰延税金資産 － 377 －

その他 1,911 763 911

貸倒引当金 △629 △210 △317

固定資産合計 10,741 10,654 11,772

資産合計 175,752 126,196 137,040
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(単位：百万円)

前中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

トレーディング商品 4,483 5,447 2,602

商品有価証券等 4,385 5,444 2,513

デリバティブ取引 97 2 88

信用取引負債 31,430 17,510 19,323

信用取引借入金 ※1
 24,294

※1
 11,754

※1
 12,997

信用取引貸証券受入金 7,135 5,755 6,326

有価証券担保借入金 1,124 852 637

有価証券貸借取引受入金 1,124 852 637

預り金 15,525 10,458 10,236

受入保証金 39,085 31,465 34,289

短期借入金 ※1
 32,250

※1
 19,250

※1
 27,750

1年内返済予定の長期借入金 － 5,000 5,000

短期社債 4,000 － －

未払法人税等 89 18 94

賞与引当金 364 378 352

役員賞与引当金 － － 4

その他 2,323 1,223 1,657

流動負債合計 130,676 91,605 101,948

固定負債

長期借入金 5,000 ※5
 3,000 －

リース債務 － 9 －

繰延税金負債 526 123 307

退職給付引当金 59 86 88

負ののれん 66 48 57

その他 17 8 14

固定負債合計 5,670 3,276 467

特別法上の準備金

証券取引責任準備金 1,472 － 1,579

金融先物取引責任準備金 3 － 4

金融商品取引責任準備金 － 868 －

特別法上の準備金合計 ※6
 1,476

※6
 868

※6
 1,584

負債合計 137,823 95,751 104,000
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(単位：百万円)

前中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 32,366 32,366 32,366

利益剰余金 4,667 △2,459 93

自己株式 △81 － △83

株主資本合計 36,952 29,906 32,376

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 693 283 389

繰延ヘッジ損益 △16 △6 △12

評価・換算差額等合計 677 276 376

少数株主持分 298 260 287

純資産合計 37,928 30,444 33,040

負債純資産合計 175,752 126,196 137,040
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②【中間連結損益計算書】
(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
　至 平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

営業収益

受入手数料 9,797 5,800 16,834

委託手数料 6,250 3,066 10,275

引受け・売出し手数料 75 37 130

募集・売出しの取扱手数料 1,937 1,277 3,421

その他の受入手数料 1,534 1,417 3,008

トレーディング損益 1,586 1,299 2,924

金融収益 1,365 1,042 2,423

その他の営業収益 0 0 0

営業収益合計 12,749 8,142 22,182

金融費用 581 434 1,057

純営業収益 12,167 7,708 21,124

販売費及び一般管理費

取引関係費 2,614 1,952 4,955

人件費 ※1
 5,218

※1
 4,933

※1
 10,412

不動産関係費 1,430 1,863 3,104

事務費 2,259 1,583 4,274

減価償却費 432 590 922

租税公課 126 101 248

貸倒引当金繰入額 24 － 44

その他 317 245 628

販売費及び一般管理費合計 12,424 11,271 24,591

営業損失（△） △256 △3,563 △3,467

営業外収益 ※2
 162

※2
 224

※2
 253

営業外費用 ※2
 27

※2
 78

※2
 81

経常損失（△） △121 △3,416 △3,295

特別利益

投資有価証券売却益 － 209 0

金融商品取引責任準備金戻入 － 715 －

貸倒引当金戻入額 － 27 －

移転補償金 － － 950

特別利益合計 － 951 950
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(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
　至 平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

特別損失

投資有価証券売却損 1 － 2

投資有価証券評価損 － 174 97

ゴルフ会員権評価損 － 12 11

会員権評価損 － 3 －

固定資産除却損 ※3
 10

※3
 10

※3
 529

固定資産売却損 － 1 －

事業再編損 － ※5
 1,336 －

減損損失 － － ※4
 4

本社移転費用 － － 822

店舗閉鎖損失 － － 9

証券取引責任準備金繰入れ 125 － 232

金融先物取引責任準備金繰入れ 1 － 2

その他 － 75 －

特別損失合計 139 1,615 1,713

税金等調整前中間純損失（△） △261 △4,080 △4,059

法人税、住民税及び事業税 36 △449 43

法人税等調整額 － △1,106 772

法人税等合計 36 △1,555 816

少数株主損失（△） △1 △1 △5

中間純損失（△） △295 △2,523 △4,869
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③【中間連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
　至 平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結株主資本等
変動計算書

(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 32,366 32,366 32,366

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 32,366 32,366 32,366

利益剰余金

前期末残高 6,232 93 6,232

当中間期変動額

剰余金の配当 △1,269 － △1,269

中間純損失（△） △295 △2,523 △4,869

自己株式の処分 － △29 －

当中間期変動額合計 △1,565 △2,553 △6,139

当中間期末残高 4,667 △2,459 93

自己株式

前期末残高 △72 △83 △72

当中間期変動額

自己株式の取得 △8 △5 △10

自己株式の処分 － 88 －

当中間期変動額合計 △8 83 △10

当中間期末残高 △81 － △83

株主資本合計

前期末残高 38,526 32,376 38,526

当中間期変動額

剰余金の配当 △1,269 － △1,269

中間純損失（△） △295 △2,523 △4,869

自己株式の取得 △8 △5 △10

自己株式の処分 － 58 －

当中間期変動額合計 △1,573 △2,469 △6,149

当中間期末残高 36,952 29,906 32,376
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(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
　至 平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結株主資本等
変動計算書

(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 994 389 994

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △300 △106 △604

当中間期変動額合計 △300 △106 △604

当中間期末残高 693 283 389

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △25 △12 △25

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 9 6 12

当中間期変動額合計 9 6 12

当中間期末残高 △16 △6 △12

評価・換算差額等合計

前期末残高 968 376 968

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △291 △100 △592

当中間期変動額合計 △291 △100 △592

当中間期末残高 677 276 376

少数株主持分

前期末残高 347 287 347

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △49 △26 △60

当中間期変動額合計 △49 △26 △60

当中間期末残高 298 260 287

純資産合計

前期末残高 39,843 33,040 39,843

当中間期変動額

剰余金の配当 △1,269 － △1,269

中間純損失（△） △295 △2,523 △4,869

自己株式の取得 △8 △5 △10

自己株式の処分 － 58 －

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △340 △126 △652

当中間期変動額合計 △1,914 △2,596 △6,802

当中間期末残高 37,928 30,444 33,040
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
　至 平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純損失（△） △261 △4,080 △4,059

減価償却費 432 590 922

負ののれん償却額 △8 △9 △17

減損損失 － － 4

賞与引当金の増減額（△は減少） △168 25 △180

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △62 △4 △57

退職給付引当金の増減額（△は減少） △64 △2 △35

貸倒引当金の増減額（△は減少） 24 △34 45

受取利息及び受取配当金 △1,379 △909 △2,433

支払利息 575 431 1,048

投資有価証券売却損益（△は益） 1 △209 2

固定資産除却損 10 10 529

固定資産売却損益（△は益） － 1 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 174 97

事業再編損失 － 1,336 －

証券取引責任準備金繰入れ 127 － 232

金融商品取引責任準備金の増減額（△は減少） － △715 －

顧客分別金信託の増減額（△は増加） 8,637 1,648 13,566

トレーディング商品（資産）の増減額（△は増加） 2,986 △4,834 8,854

約定見返勘定の増減額（△は増加） △2,582 △912 △223

信用取引資産の増減額（△は増加） 18,949 10,142 44,999

有価証券担保貸付金の増減額（△は増加） 3,751 △2,806 6,913

トレーディング商品（負債）の増減額（△は減少） △4,696 2,845 △6,577

信用取引負債の増減額（△は減少） △24,411 △1,813 △36,517

有価証券担保借入金の増減額（△は減少） 1,124 215 637

預り金の増減額（△は減少） 951 222 △4,337

受入保証金の増減額（△は減少） △2,670 △2,823 △7,466

その他の資産の増減額（△は増加） △786 729 161

その他の負債の増減額（△は減少） 524 △53 △565

その他 24 13 83

小計 1,029 △821 15,630

利息及び配当金の受取額 1,331 949 2,450

利息の支払額 △539 △433 △1,038

法人税等の支払額 △45 △51 △45

事業再編による支出 － △559 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,776 △916 16,996
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(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
　至 平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △140 △17 △257

定期預金の払戻による収入 19 6 19

有形固定資産の取得による支出 △267 △154 △1,675

有形固定資産の売却による収入 0 0 0

無形固定資産の取得による支出 △768 △609 △1,963

投資有価証券の取得による支出 △412 △20 △449

投資有価証券の売却による収入 38 221 71

貸付けによる支出 △1 △0 △0

貸付金の回収による収入 0 0 0

その他 △17 40 137

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,549 △533 △4,117

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 4,197 △8,500 △302

長期借入れによる収入 － 3,000 －

短期社債の純増減額（△は減少） 1,000 － △3,000

リース債務の返済による支出 － △0 －

自己株式の取得による支出 △8 △5 △10

配当金の支払額 △1,269 － △1,269

少数株主への配当金の支払額 △5 △3 △5

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,914 △5,509 △4,587

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2 △22 △130

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,138 △6,983 8,160

現金及び現金同等物の期首残高 15,402 23,562 15,402

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1
 19,540

※1
 16,579

※1
 23,562
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【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項

　(イ)連結子会社の数　　　　３社

　　　津山証券株式会社

　　　コスモエンタープライズ株式会

社

　　　日本環宇証券(香港)有限公司

１　連結の範囲に関する事項

　(イ)連結子会社の数　　　　３社

　　　津山証券株式会社

　　　コスモエンタープライズ株式会

社

　　　日本環宇証券(香港)有限公司

　　　なお、日本環宇証券(香港)有限公

司は平成20年７月１日付で清

算することを決議し、現在清

算手続中であります。

１　連結の範囲に関する事項

　(イ)連結子会社の数　　　　３社

　　　津山証券株式会社

　　　コスモエンタープライズ株式会

社

　　　日本環宇証券(香港)有限公司

　(ロ)主要な非連結子会社の名称等

　　　ＣＧＦ３号投資事業組合

　　　連結の範囲から除いた理由

　　　　非連結子会社の総資産、売上高、

中間純利益及び利益剰余金

(持分に見合う額)等は、中

間連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないためで

あります。

　(ロ)主要な非連結子会社の名称等

該当事項はありません

　　　　   

　(ロ)主要な非連結子会社の名称等

　　　ＣＧＦ３号投資事業組合

　　　連結の範囲から除いた理由

　　　　非連結子会社の総資産、売上高、

当期純利益及び利益剰余金

(持分に見合う額)等は、連

結財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないためであり

ます。

なお、ＣＧＦ３号投資事業

組合は、平成19年10月15日

付にて契約期間満了とな

り、当連結会計年度末にお

いて該当事項はありませ

ん。

２　持分法の適用に関する事項

　(イ)持分法を適用した非連結子会

社数

　　　該当事項はありません。

２　持分法の適用に関する事項

　(イ)持分法を適用した非連結子会

社数

同左

２　持分法の適用に関する事項

　(イ)持分法を適用した非連結子会

社数

同左

　(ロ)持分法を適用した関連会社数

　　　該当事項はありません。

　(ロ)持分法を適用した関連会社数

同左

　(ロ)持分法を適用した関連会社数

同左

　(ハ)持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社のうち主要

な会社等の名称

　　　ＣＧＦ３号投資事業組合

　　　持分法を適用しない理由

　　　　持分法を適用しない非連結子会

社は、中間連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性が

ないため、持分法の適用か

ら除外しております。

　(ハ)持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社のうち主要

な会社等の名称

該当事項はありません

 

 

　(ハ)持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社のうち主要

な会社等の名称

　　　ＣＧＦ３号投資事業組合

　　　持分法を適用しない理由

　　　　持分法を適用しない非連結子会

社は、連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がない

ため、持分法の適用から除

外しております。

なお、ＣＧＦ３号投資事業

組合は、平成19年10月15日

付にて契約期間満了とな

り、当連結会計年度末にお

いて該当事項はありませ

ん。

３　連結子会社の中間決算日等に関

する事項

　　連結子会社の中間決算日は、いず

れも９月30日であります。

３　連結子会社の中間決算日等に関

する事項

同左

３　連結子会社の決算日等に関する

事項

　　連結子会社の決算日は、いずれも

３月31日であります。
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　 前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

４　会計処理基準に関する事項

　(1) トレーディング商品に属する

有価証券の評価基準及び評価

方法

　　　当社におけるトレーディング商

品に属する有価証券並びに連

結子会社のトレーディングに

関する有価証券(売買目的有

価証券)及びデリバティブ取

引等については、時価法を採

用しております。

４　会計処理基準に関する事項

　(1) トレーディング商品に属する

有価証券の評価基準及び評価

方法

同左

４　会計処理基準に関する事項

　(1) トレーディング商品に属する

有価証券の評価基準及び評価

方法

同左

　(2) トレーディング商品に属さな

い有価証券、その他の商品の

評価基準及び評価方法

　(2) トレーディング商品に属さな

い有価証券、その他の商品の

評価基準及び評価方法

　(2) トレーディング商品に属さな

い有価証券、その他の商品の

評価基準及び評価方法

　　その他有価証券

　　　ア　時価のあるもの

　　　　　時価をもって中間連結貸借対

照表価額とし、取得原価

との評価差額を全部純資

産直入する方法によって

おります。(売却原価は移

動平均法により算定して

おります。)

　　その他有価証券

　　　ア　時価のあるもの

同左

　　その他有価証券等

　　　ア　時価のあるもの

　　　　　時価をもって連結貸借対照表

価額とし、取得原価との

評価差額を全部純資産直

入する方法によっており

ます。(売却原価は移動平

均法により算定しており

ます。)

　　　イ　時価のないもの

　　　　　移動平均法による原価法に

よっております。なお、投

資事業有限責任組合等へ

の出資については、組合

契約に規定される決算報

告日に応じて入手可能な

最近の決算書を基礎と

し、組合決算の持分相当

額を純額方式により当中

間連結会計期間の損益と

して計上することとして

おります。また、組合等が

その他有価証券を保有し

ている場合で当該有価証

券に評価差額がある場合

には、評価差額に対する

持分相当額をその他有価

証券評価差額金に計上す

ることとしております。

　　　イ　時価のないもの

同左

　　　イ　時価のないもの

　　　　　移動平均法による原価法に

よっております。なお、投

資事業有限責任組合等へ

の出資については、組合

契約に規定される決算報

告日に応じて入手可能な

最近の決算書を基礎と

し、組合決算の持分相当

額を純額方式により当連

結会計年度の損益として

計上することとしており

ます。また、組合等がその

他有価証券を保有してい

る場合で当該有価証券に

評価差額がある場合に

は、評価差額に対する持

分相当額をその他有価証

券評価差額金に計上する

こととしております。

　(3) デリバティブ取引

　　　時価法によっております。

　(3) デリバティブ取引

　　　　　　　同左

　(3) デリバティブ取引

　　　　　　　同左
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　 前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(4) 重要な減価償却資産の減価償

却方法

　　①　有形固定資産

　　　　主として、定額法によっており

ます。なお、主な耐用年数は

以下のとおりであります。

建物 ３～50年

器具備品 ２～20年

　(4) 重要な減価償却資産の減価償

却方法

　　①　有形固定資産(リース資産

　　　　を除く)

　　　　主として、定額法によっており

ます。なお、主な耐用年数は

以下のとおりであります。

建物 ３～50年

器具備品 ２～20年

　(4) 重要な減価償却資産の減価償

却方法

　　①　有形固定資産

　　　　主として、定額法によっており

ます。なお、主な耐用年数は

以下のとおりであります。

建物 ３～50年

器具備品 ２～20年

(会計方針の変更)

　法人税法の改正((所得税法等の一

部を改正する法律　平成19年３月30

日　法律第６号)及び(法人税法施行

令の一部を改正する政令平成19年３

月30日　政令第83号))に伴い、当中間

連結会計期間から、平成19年４月１

日以降に取得したものについては、

改正後の法人税法に基づく方法に変

更しております。

　なお、この変更に伴う損益に与える

影響は軽微であります。

　 (会計方針の変更)

　法人税法の改正((所得税法等の一

部を改正する法律　平成19年３月30

日　法律第６号)及び(法人税法施行

令の一部を改正する政令平成19年３

月30日　政令第83号))に伴い、当連結

会計年度から、平成19年４月１日以

降に取得したものについては、改正

後の法人税法に基づく方法に変更し

ております。

　なお、この変更に伴う損益に与える

影響は軽微であります。

(追加情報)

　当中間連結会計期間から、平成19年

３月31日以前に取得したものについ

ては、償却可能限度額まで償却が終

了した翌年から５年間で均等償却す

る方法によっております。

　当該変更に伴う損益に与える影響

は軽微であります。

　 (追加情報)

　当連結会計年度から、平成19年３月

31日以前に取得したものについて

は、償却可能限度額まで償却が終了

した翌年から５年間で均等償却する

方法によっております。

　当該変更に伴う損益に与える影響

は軽微であります。

　　②　無形固定資産

　　　　定額法を採用しております。た

だし、自社利用のソフト

ウェアについては社内にお

ける利用可能期間(５年)に

基づく定額法によっており

ます。

　　②　無形固定資産(リース資産

　　　　を除く)

同左

 

 

 
 

　　②　無形固定資産

同左

 

───

 

 

　　③　リース資産

　　　　所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資

産

　　　 リース期間を耐用年数とし、残

存価額をゼロとして算定す

る方法によっております。

(会計方針の変更)
　当中間連結会計期間から平成19年
３月30日改正の「リース取引に関す
る会計基準」(企業会計基準委員会　
企業会計基準第13号)及び「リース
取引に関する会計基準の適用指針」
(企業会計基準委員会　企業会計基準
適用指針第16号)を適用しておりま
す。 
　なお、この変更に伴う損益に与える
影響は軽微であります。

───
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前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(5) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

　　　　貸付金等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上

しております。

　(5) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金　　

同左

　(5) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金　　　　　　　　　

同左

　　②　賞与引当金

従業員に対する賞与の支払

に備えるため、当社及び連

結子会社所定の計算方法に

よる支払見込額を計上して

おります。

　　②　賞与引当金

　　　　　　　同左

　　②　賞与引当金

　　　　　　　同左　　　　

　　③　役員賞与引当金

　　　　役員に対する賞与の支払いに備

えるため、当連結会計年度

における支払見込額の当中

間連結会計期間負担額を計

上しております。なお、当中

間連結会計期間末において

は役員賞与引当金の計上は

行っておりません。

　　③　役員賞与引当金

同左

　　③　役員賞与引当金

　　　　役員に対する賞与の支払いに備

えるため、当連結会計年度

末における支払見込額を計

上しております。

　　④　退職給付引当金

　　　　従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末におい

て発生していると認められ

る額を計上しております。

　　　　過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(８年)に

よる定額法により按分した

額を費用処理しておりま

す。

　　　　数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(８年)によ

る定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理するこ

ととしております。

　　④　退職給付引当金

同左

　　④　退職給付引当金

　　　　従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づいた額

を計上しております。

　　　　過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(８年)に

よる定額法により按分した

額を費用処理しておりま

す。

　　　　数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(８年)によ

る定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理するこ

ととしております。
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前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(6) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

　　　外貨建金銭債権債務は、中間連結

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

　(6) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

同左

　(6) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

　　　外貨建金銭債権債務は、連結決算

日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

　(7) 重要なリース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引

については主として通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

　(7) 重要なリース取引の処理方法

　　　所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取

引開始日が新リース会計基準

適用開始前のものについて

は、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっ

ております。

　(7) 重要なリース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引

については主として通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

　(8) 重要なヘッジ会計の方法

　　①　ヘッジ会計の方法

　　　　繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。

なお、特例処理の要件を満

たす金利スワップについて

は、特例処理を採用してお

ります。

　(8) 重要なヘッジ会計の方法

　　①　ヘッジ会計の方法

同左

 

　(8) 重要なヘッジ会計の方法

　　①　ヘッジ会計の方法

同左

 

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　当中間連結会計期間にヘッジ会

計を適用したヘッジ手段と

ヘッジ対象は以下のとおり

であります。

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　当連結会計年度にヘッジ会計を

適用したヘッジ手段とヘッ

ジ対象は以下のとおりであ

ります。

　　　(a) ヘッジ手段…金利スワップ

取引

　　　(b) ヘッジ対象…借入金の

利息

　　　(a) ヘッジ手段…同左

 

　　　(b) ヘッジ対象…同左

　　　(a) ヘッジ手段…同左

 

　　　(b) ヘッジ対象…同左

　　③　ヘッジ方針

　　　　当社は一部の借入金の金利変動

リスクを回避する目的で金

利スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は個

別契約ごとに行っておりま

す。

　　③　ヘッジ方針

同左

　　③　ヘッジ方針

同左

　　④　ヘッジ有効性評価の方法

　　　　ヘッジ対象のキャッシュ・フ

ロー変動の累計とヘッジ手

段のキャッシュ・フロー変

動の累計を半期毎に比較

し、両者の変動額等を基礎

にして、ヘッジ有効性を評

価しております。ただし、特

例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性

の評価を省略しておりま

す。

　　④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

 

　　④　ヘッジ有効性評価の方法

同左
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前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(9) 消費税等の会計処理方法

　　　消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっており

ます。

　(9) 消費税等の会計処理方法

同左

　(9) 消費税等の会計処理方法

　　　税抜方式によっております。ただ

し、資産に係る控除対象外消

費税等は発生事業年度の期間

費用としております。

─── 　(10) 連結納税制度の適用

　　　当中間連結会計期間より連結納

税制度を適用しております。

───

５　中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金及び当座

預金、普通預金等の随時引き出

し可能な預金からなっておりま

す。

５　中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

同左

５　連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金及び当座預

金、普通預金等の随時引き出し

可能な預金からなっておりま

す。
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【会計方針の変更】

前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

─── (金融商品取引責任準備金)

　当中間連結会計期間より、「金融商

品取引法」の施行に伴い、同法第46

条の５の規定に基づく金融商品取引

責任準備金については、「金融商品

取引業等に関する内閣府令」第175

条に定めるところにより算出した額

を計上しております。 

　この変更に伴い、前中間連結会計期

間と同一の方法によった場合と比

べ、税金等調整前中間純損失が320百

万円減少しております。　　

───
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【注記事項】

(中間連結貸借対照表関係)

　
前中間連結会計期間末
(平成19年９月30日現在)

当中間連結会計期間末
(平成20年９月30日現在)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日現在)

※１　担保に供されている資産の状

況は、別表記載のとおりであ

ります。

※１　担保に供されている資産の状

況は、別表記載のとおりであ

ります。

※１　担保に供されている資産の状

況は、別表記載のとおりであ

ります。

　２　担保として差し入れた有価証券

の時価額は以下のとおりであ

ります。(上記１に属するもの

を除く)

項目
金額
(百万円)

信用取引貸証券 10,264

信用取引借入金の
本担保証券

25,611

差入保証金代用有価証券 3,115

その他担保として
差し入れた有価証券

13,648

　２　担保として差し入れた有価証券

の時価額は以下のとおりであ

ります。(上記１に属するもの

を除く)

項目
金額
(百万円)

信用取引貸証券 5,462

信用取引借入金の
本担保証券

10,923

差入保証金代用有価証券 1,952

その他担保として
差し入れた有価証券

6,050

　２　担保として差し入れた有価証券

の時価額は以下のとおりであ

ります。(上記１に属するもの

を除く)

項目
金額
(百万円)

信用取引貸証券 6,410

信用取引借入金の
本担保証券

12,776

差入保証金代用有価証券 3,994

その他担保として
差し入れた有価証券

6,993

　３　担保として受け入れた有価証券

の時価額は以下のとおりであ

ります。

項目
金額
(百万円)

信用取引貸付金の
本担保証券

62,159

信用取引借証券 4,340

消費貸借契約により
借り入れた有価証券

6,354

受入証拠金代用有価証券 994

受入保証金代用有価証券 89,231

　３　担保として受け入れた有価証券

の時価額は以下のとおりであ

ります。

項目
金額
(百万円)

信用取引貸付金の
本担保証券

25,502

信用取引借証券 2,002

消費貸借契約により
借り入れた有価証券

502

受入証拠金代用有価証券 953

受入保証金代用有価証券 50,850

　３　担保として受け入れた有価証券

の時価額は以下のとおりであ

ります。

項目
金額
(百万円)

信用取引貸付金の
本担保証券

34,976

信用取引借証券 2,813

消費貸借契約により
借り入れた有価証券

710

受入証拠金代用有価証券 913

受入保証金代用有価証券 64,556

※４　有形固定資産から控除した減

価償却累計額

建物 1,110百万円

器具・備品 1,583

計 2,694

───

※４　有形固定資産から控除した減

価償却累計額

建物 745百万円

器具・備品 1,598

計 2,343

※５　長期借入金は、「金融商品取引

業等に関する内閣府令」(平

成19年内閣府令第52号)第176

条に定める劣後債務(劣後特

約付借入金)であります。
 

※４　有形固定資産から控除した減

価償却累計額

建物 674百万円

器具・備品 1,436

計 2,110

───

※６　特別法上の準備金の計上を規

定した法令の条項は、次のと

おりであります。

　　１　証券取引責任準備金

　　　　　旧証券取引法第51条

　　２　金融先物取引責任準備金

　　　　　旧金融先物取引法第81条

※６　特別法上の準備金の計上を規

定した法令の条項は、次のと

おりであります。

　　金融商品取引責任準備金

　　　金融商品取引法第46条の５

 

 

※６　特別法上の準備金の計上を規

定した法令の条項は、次のと

おりであります。

　　１　証券取引責任準備金

　　　　　旧証券取引法第51条

　　２　金融先物取引責任準備金

　　　　　旧金融先物取引法第81条
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(別表) 担保に供されている資産の状況表

　

科目
中間連結貸借
対照表計上額
(百万円)

担保の内訳

トレーディ
ング商品
(百万円)

投資
有価証券
(百万円)

その他

(百万円)

計

(百万円)

第110期中間(19
・９・30)

短期借入金
(1,450)
32,250

399 1,958 311 2,669

信用取引借入金
(24,294)
24,294

─ 16 4,077 4,094

計
(25,744)
56,544

399 1,974 4,389 6,763

(注) １　中間連結貸借対照表計上額欄の(　)内書は、担保付のものであります。

２　「その他」 欄に記載の金額は、信用取引の自己融資に係る見返り株券のうち担保に供されているものであり、

その金額は期末時価によっております。

　　なお、上記のほか、信用取引の自己融資見返り株券を先物取引差入証拠金の代用として3,181百万円、発行日取引

差入証拠金の代用として2百万円を差し入れております。

　

科目
中間連結貸借
対照表計上額
(百万円)

担保の内訳

トレーディ
ング商品
(百万円)

投資
有価証券
(百万円)

その他

(百万円)

計

(百万円)

第111期中間(20
・９・30)

短期借入金
(1,400)
19,250

400 1,066 63 1,529

信用取引借入金
(11,754)
11,754

─ ─ 1,476 1,476

計
(13,154)
31,004

400 1,066 1,540 3,006

(注) １　中間連結貸借対照表計上額欄の(　)内書は、担保付のものであります。

２　「その他」 欄に記載の金額は、信用取引の自己融資に係る見返り株券のうち担保に供されているものであり、

その金額は期末時価によっております。

　　なお、上記のほか、トレーディング商品を先物取引差入証拠金の代用として432百万円、投資有価証券を先物取引

差入証拠金の代用として137百万円、信用取引の自己融資見返り株券を先物取引差入証拠金の代用として

1,670百万円を差し入れております。

　

科目
連結貸借
対照表計上額
(百万円)

担保の内訳

トレーディ
ング商品
(百万円)

投資
有価証券
(百万円)

その他

(百万円)

計

(百万円)

第110期
(20・３・31)

短期借入金
(1,400)
27,750

400 1,123 545 2,069

信用取引借入金
(12,997)
12,997

─ 8 2,368 2,376

計
(14,397)
40,747

400 1,131 2,913 4,445

(注) １　連結貸借対照表計上額欄の(　)内書は、担保付のものであります。

２　「その他」 欄に記載の金額は、信用取引の自己融資に係る見返り株券のうち担保に供されているものであり、

その金額は期末時価によっております。

　　なお、上記のほか、信用取引の自己融資見返り株券を先物取引差入証拠金の代用として2,663百万円を差し入れ

ております。
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(中間連結損益計算書関係)

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　人件費には、賞与引当金繰入額

364百万円、退職給付費用264

百万円が含まれております。

※１　人件費には、賞与引当金繰入額

378百万円、退職給付費用249

百万円が含まれております。

※１　人件費には、賞与引当金繰入額

352百万円及び役員賞与引当

金繰入額４百万円が含まれて

おります。

※２　営業外損益の主要な内訳

営業外収益

　受取配当金
　(その他
　有価証券等)

83百万円

　寮・社宅家賃
　受入れ

49百万円

　その他 29百万円

営業外費用

　投資事業組合
　関係費用

15百万円

　安定操作

　分担金
3百万円

　損害賠償

　和解金
3百万円

　その他 5百万円

※２　営業外損益の主要な内訳

営業外収益

　受取配当金
　(その他
　有価証券等)

91百万円

　寮・社宅家賃
　受入れ

51百万円

　その他 81百万円

営業外費用

　投資事業組合
　関係費用

35百万円

　備品等撤去

　費用
28百万円

　損害賠償

　和解金
6百万円

　その他 7百万円

※２　営業外損益の内訳

営業外収益

　受取配当金
　(その他
　有価証券等)

104百万円

　寮・社宅
　家賃受入れ

99百万円

　その他 49百万円

営業外費用

　投資事業組合
　関係費用

49百万円

　安定操作分担金 12百万円

　その他 20百万円

※３　主に店舗改装に伴う除却によ

るものです。

※３　主に借家権の除却によるもの

です。　　　　　　

※３　主に店舗移転に伴う除却によ

るものです。

　　　　　　 ――― 　─── ※４　当社グループは当連結会計年

度において、以下の資産グ

ループについて減損処理を計

上いたしました。

場所 用途 種類
金額　　　　　　

(百万円)

岡山
県真
庭市

遊休
資産

土地 4

　　　当社グループのグルーピングは、

当社においてはキャッシュ・

フローを生み出す最小単位と

して本・支店からなる営業店

舗網を一つの資産グループと

しております。また、連結子会

社においては、各社を一つの

単位として、遊休資産につい

ては個々の資産単位でグルー

ピングを行っております。 

なお、上記資産グループの回

収可能価額は正味売却価額に

より測定し、正味売却価額は

固定資産税評価額に基づいて

算定しております。

─── ※５　事業再編損　　　　　　

　　　主にリテール対面営業、ネット取

引以外からの事業撤退・縮小

の実施に伴うものでありま

す。
 

───
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

前中間連結会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 423,601,993 ─ ─ 423,601,993

　
　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 400,778 41,299 ─ 442,077

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取による増加　　41,299株

　
３　新株予約権等に関する事項

　　 該当事項はありません。
　
４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年6月28日
定時株主総会

普通株式 1,269 3 平成19年3月31日 平成19年6月29日

　

当中間連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 423,601,993 ─ ─ 423,601,993

　
　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 458,647 55,087 513,734 ─

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取による増加　　55,087株

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

完全子会社化に伴う株式交換による減少 513,734株

　

３　新株予約権等に関する事項

　　 該当事項はありません。
　
４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　　 該当事項はありません。
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前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 423,601,993 ─ ─ 423,601,993

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 400,778 57,869 ─ 458,647

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取による増加 57,869株

　

３　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 1,269 3 平成19年３月31日 平成19年６月29日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　 　　該当事項はありません。

　

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係

平成19年９月30日現在

現金・預金
(中間連結貸借
対照表計上額)

21,015百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△1,475

現金及び現金同等物 19,540

 

※１　現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係

平成20年９月30日現在

現金・預金
(中間連結貸借
対照表計上額)

18,182百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△1,603

現金及び現金同等物 16,579

 

※１　現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

平成20年３月31日現在

現金・預金
(連結貸借
対照表計上額)

25,154百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△1,592

現金及び現金同等物 23,562
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(リース取引関係)

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引は次のとおりで

あります。

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中

間期末残高相当額

器具・
備品
(百万円)

ソフト
ウェア
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

534 299 833

減価償却
累計額
相当額

143 48 191

中間期末
残高
相当額

390 251 642

 

１　ファイナンス・リース取引

　(1) 所有権移転外ファイナンス・

リース取引(通常の売買取引

に係る方法に準じた会計処理

によっているもの)

　　①　リース資産の内容

　　　　有形固定資産
　　　　　器具・備品
　　　　無形固定資産
　　　　　ソフトウェア

　　②　リース資産の減価償却の方法

　　　 リース期間を耐用年数とし、残

存価額をゼロとして算定す

る方法によっております。

　(2) 所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引(新リース

会計基準適用開始前の通常の

賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっているも

の)

　　①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

器具・
備品
(百万円)

ソフト
ウェア
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

622 458 1,081

減価償却
累計額
相当額

249 60 309

中間期末
残高
相当額

372 398 771

 

１　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引は次のとおりで

あります。

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期

末残高相当額

器具・
備品
(百万円)

ソフト
ウェア
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

645 743 1,388

減価償却
累計額
相当額

194 76 270

期末残高
相当額

451 667 1,118

 

②　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 157百万円

１年超 497

計 654

 

　　②　未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 208百万円

１年超 573

計 781

 

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 267百万円

１年超 860

計 1,127

 

③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 63百万円

減価償却費
相当額

58

支払利息相当額 5

 

　　③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 147百万円

減価償却費
相当額

137

支払利息相当額 14

 

③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 174百万円

減価償却費
相当額

162

支払利息相当額 15
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前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

④　減価償却費相当額の算定方法

　　   リース期間を耐用年数とし残

存価額を零とする定額法に

よっております。

 

　　④　減価償却費相当額の算定方法

同左

 

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

 

⑤　利息相当額の算定方法

　　　 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法に

よっております。

 

　　⑤　利息相当額の算定方法

同左

 

⑤　利息相当額の算定方法

同左

２　オペレーティング・リース取引

は次のとおりであります。

　　未経過リース料

１年以内 7百万円

１年超 8

計 16

２　オペレーティング・リース取引

は次のとおりであります。

　　未経過リース料

１年以内 811百万円

１年超 6,233

計 7,045

２　オペレーティング・リース取引

は次のとおりであります。

　　未経過リース料

１年以内 809百万円

１年超 6,641

計 7,451
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(有価証券及びデリバティブ取引の状況)

１　トレーディングに係るもの

　　※　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

(1) トレーディングの状況に関する事項

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

①　トレーディングの内容及び利用

目的

　　当社グループが行うトレーディン

グ業務は、証券市場を通じ顧客の

多様なニーズへの的確な対応と有

価証券の売買その他の取引を公正

ならしめ、かつその流通を円滑な

らしめることを目的としておりま

す。

　　当社グループが保有するトレー

ディングポジションはこれら顧客

ニーズに対応するため、主として

顧客との取引から発生しておりま

す。また、その他に商品有価証券の

ヘッジ取引及び裁定取引などを

行っております。

　　当社グループのトレーディングに

おける取扱商品は、(イ)株式や債

券に代表される商品有価証券の現

物取引(ロ)株価指数の先物取引や

オプション取引、国債証券の先物

取引や先物オプション取引といっ

た取引所取引の金融派生商品及び

(ハ)選択権付債券売買取引等の取

引所取引以外の金融派生商品、の

３種類に大別されます。

①　トレーディングの内容及び利用

目的

同左

①　トレーディングの内容及び利用

目的

同左

②　トレーディングに対する取組方

針

　　当社グループがトレーディング業

務を行うにあたっては、取引所取

引又は取引所取引以外の取引を通

じて顧客ニーズへの的確な対応を

図るとともにそれら流通市場の適

切な運営に資することを基本とし

ております。

②　トレーディングに対する取組方

針

同左

②　トレーディングに対する取組方

針

同左

　

EDINET提出書類

コスモ証券株式会社(E03758)

半期報告書

43/83



　 前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

③　トレーディングに係るリスクの

内容

　　トレーディング業務に伴って発生

し、当社グループの財務状況に大

きな影響を与えるリスクとして

は、主としてマーケットリスクと

取引先リスクがあります。

　　マーケットリスクは、株式・金利

・為替等の市場価格が変動するこ

とによって発生するリスクであ

り、取引先リスクは、取引の相手方

が契約を履行できなくなる場合に

発生するリスクであります。

　　従いまして、当社グループはト

レーディング業務の結果として発

生するポジション及び与信に対す

るリスク管理については極めて重

要なものと認識しており、それぞ

れのリスクに対する管理体制を次

のとおり確立しております。

③　トレーディングに係るリスクの

内容

同左

③　トレーディングに係るリスクの

内容

同左

④　トレーディングに係るリスク管

理体制

　　金融商品取引業者は、市場価格の

変動を伴う商品を主な対象として

業務を行っており、加えてデリバ

ティブ取引においてはその多様

化、複雑化が大きく進展しており

ます。

　そのため、当社グループはポジ

ションに対するリスク(マーケッ

トリスク)については、ポジション

枠、ロスカットルール等リスク管

理に関する基本方針、運用基準及

びそれらの手続きを取締役会で定

めるとともに、日々の管理体制と

しては各商品部門から独立した管

理部署において、ポジション残高、

損益状況等のリスク管理項目を把

握、監視しており、その結果を関係

役員に報告しております。

　一方、取引先リスクについては、

取引開始に先立ち当社グループが

定める取引開始基準に基づき顧客

の審査を行い、取引相手方の信用

度に応じた与信限度額を設定する

とともに、日々の管理体制として

は、担保評価及び各取引の評価損

益の把握等をシステム対応により

常に与信状況の適切な管理を行っ

ており、必要に応じて担保の徴求

等の措置を講じる等、リスクの軽

減を図る管理を行っております。

④　トレーディングに係るリスク管

理体制

同左

 

④　トレーディングに係るリスク管

理体制

同左
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(2) 商品有価証券等(売買目的有価証券)の時価
　

種類

前中間連結会計期間末
(平成19年９月30日現在)

当中間連結会計期間末
(平成20年９月30日現在)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日現在)

資産
(百万円)

負債
(百万円)

評価差額
(百万円)

資産
(百万円)

負債
(百万円)

評価差額
(百万円)

資産
(百万円)

負債
(百万円)

評価差額
(百万円)

株券 5,7711,361△14 32 3 1 122 61 △1

債券 6,8513,024 18 11,5525,441 2 6,5692,452 42

受益証券等 0 ─ 0 3 ─ 0 13 ─ △0

合計 12,6234,385 4 11,5885,444 3 6,7052,513 41

　

(3) デリバティブ取引の契約額等及び時価
　

種類

前中間連結会計期間末
(平成19年９月30日現在)

当中間連結会計期間末
(平成20年９月30日現在)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日現在)

資産
(百万円)

負債
(百万円)

資産
(百万円)

負債
(百万円)

資産
(百万円)

負債
(百万円)

契約額
等

時価
契約額
等

時価
契約額
等

時価
契約額
等

時価
契約額
等

時価
契約額
等

時価

オプション取引 2,097 2 1,432 5 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

為替予約取引 142 0 708 18 689 20 ─ ─ 200 4 254 1

先物取引 11,037664,0237411,853501,650 2 4,8081155,81586

(注) １　為替予約取引及び先物取引については、みなし決済損益を時価欄に記載しております。

２　時価の算定方法は、以下のとおりであります。

株価指数先物取引 ……… 各金融商品取引所が定める清算指数

株券オプション取引、

株価指数オプション取引
……… 各金融商品取引所が定める証拠金算定基準値段

債券先物取引 ……… 主たる金融商品取引所が定める清算値段

債券オプション取引 ……… 主たる金融商品取引所が定める証拠金算定基準値段

為替予約取引 ……… 受取金額、支払金額をそれぞれ当該通貨の金利で現在価値に割り

引き、スポットの為替レートで邦貨換算して算出した受取現在価

値から支払現在価値を控除した額
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２　トレーディングに係るもの以外

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの

該当事項はありません。

　

(2) その他有価証券で時価のあるもの

　

区分

前中間連結会計期間末
(平成19年９月30日現在)

当中間連結会計期間末
(平成20年９月30日現在)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日現在)

取得原価
(百万円)

中間連結
貸借対照
表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

中間連結
貸借対照
表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結貸借
対照表
計上額
(百万円)

差額
(百万円)

固定資産に属するもの

　株式 1,2312,5381,307 971 1,601 630 1,1331,931 797

　債券 14 14 0 9 10 0 9 10 0

(注)　当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式については、162百万円減損処理を行っておりま

す。

当該株式の減損にあたっては、時価の下落率が50％以上の銘柄については全て減損処理を行い、時価の下落率が

30％以上50％未満の銘柄については個別に回復可能性を検討し、回復する見込みがないものについて減損処理を

行っております。

なお、取得原価には減損処理後の金額を記載しております。

　

　

(3) 時価評価されていない有価証券

①　満期保有目的の債券

該当事項はありません。

　

②　その他有価証券

　

内容

前中間連結会計期間末
(平成19年９月30日現在)

当中間連結会計期間末
(平成20年９月30日現在)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日現在)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

固定資産に属するもの

非上場株式 701 682 698

投資事業有限責任組合他
に対する出資持分

661 568 602

合計 1,363 1,250 1,301

(注)　当中間連結会計期間において、時価評価されていない有価証券の株式については、12百万円減損処理を行っており

ます。

　

(4) デリバティブ取引

　

種類

前中間連結会計期間末
(平成19年9月30日現在)

当中間連結会計期間末
(平成20年9月30日現在)

前連結会計年度末
(平成20年3月31日現在)

資　　 産
(百万円)

負　　 債
(百万円)

資　　 産
(百万円)

負　　 債
(百万円)

資　　 産
(百万円)

負　　 債
(百万円)

契約
額等

時価
評価
損益

契約
額等

時価
評価
損益

契約
額等

時価
評価
損益

契約
額等

時価
評価
損益

契約
額等

時価
評価
損益

契約
額等

時価
評価
損益

為替予約取引 80 0 0 ─ ─ ─ 139 3 3 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 45 0 △0
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(ストック・オプション等関係)

前中間連結会計期間(自平成19年４月１日　至平成19年９月30日)

該当事項はありません。

　

当中間連結会計期間(自平成20年４月１日　至平成20年９月30日)

該当事項はありません。

　

前連結会計年度(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)
１　ストックオプションの内容、規模及びその変動状況

　　(1) ストックオプションの内容

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年６月29日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役７名、執行役員及び部店長等幹部社員259名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 1,642,000株

付与日 平成16年10月29日

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき１円

新株予約権の行使期間
自　平成17年７月 １日
至　平成20年６月30日

新株予約権の行使の条件

新株予約権の行使可能期間において、前営業日の東京証券取引所における当社普
通株式の普通取引の終値が450円以上である日にのみ権利行使できるものとする。
その他条件については、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約
権者との間で締結する契約に定めるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡する場合には、当社取締役会の承認を要するものとする。

(注)　当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により、目的となる株式の数を調整するものとし、調整の結果生じる１

株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。

　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　また、当社が合併または会社分割を行う場合等、目的となる株式の数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合併

または会社分割等の条件を勘案の上、合理的な範囲で目的となる株式の数を調整するものとします。

　　(2) ストックオプションの規模及びその変動状況

　　 ①　ストック・オプションの数

　会社名 提出会社

　決議年月日 平成16年6月29日

　権利確定前

　　期首(株) ─

　　付与(株) ─

　　失効(株) ─

　　権利確定(株) ─

　　未確定残(株) ─

　権利確定後

　　期首(株) 1,642,000

　　権利確定(株) ─

　　権利行使(株) ─

　　失効(株) ─

　　未行使残(株) 1,642,000

　　　②　単価情報

　会社名 提出会社

　決議年月日 平成16年6月29日

　権利行使価格(円) 1

　行使時平均価格(円) ─

　付与日における公正な評価
　単価(円)

─
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自平成19年４月１日　至平成19年９月30日)

当企業集団は、①有価証券の売買等、②有価証券の売買等の委託の媒介、③有価証券の引受け及び売出

し、④有価証券の募集及び売出しの取扱い、⑤有価証券の私募の取扱いなどの証券業を中心とする営業活

動を展開しております。これらの営業活動は、金融その他の役務提供を伴っており、この役務提供と一体

となった営業活動を基に収益を得ております。従って、当企業集団の事業区分は、「投資・金融サービス

業」という単一の事業セグメントに属しております。

当中間連結会計期間(自平成20年４月１日　至平成20年９月30日)

当企業集団は、①有価証券の売買等、②有価証券の売買等の委託の媒介、③有価証券の引受け及び売出

し、④有価証券の募集及び売出しの取扱い、⑤有価証券の私募の取扱いなどの証券業を中心とする営業活

動を展開しております。これらの営業活動は、金融その他の役務提供を伴っており、この役務提供と一体

となった営業活動を基に収益を得ております。従って、当企業集団の事業区分は、「投資・金融サービス

業」という単一の事業セグメントに属しております。

前連結会計年度(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)

当企業集団は、①有価証券の売買等、②有価証券の売買等の委託の媒介、③有価証券の引受け及び売出

し、④有価証券の募集及び売出しの取扱い、⑤有価証券の私募の取扱いなどの証券業を中心とする営業活

動を展開しております。これらの営業活動は、金融その他の役務提供を伴っており、この役務提供と一体

となった営業活動を基に収益を得ております。従って、当企業集団の事業区分は、「投資・金融サービス

業」という単一の事業セグメントに属しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自平成19年４月１日　至平成19年９月30日)

当連結会社は、全セグメントの営業収益の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セ

グメント情報の記載を省略しております。

当中間連結会計期間(自平成20年４月１日　至平成20年９月30日)

当連結会社は、全セグメントの営業収益の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セ

グメント情報の記載を省略しております。

前連結会計年度(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)

当連結会社は、全セグメントの営業収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計に占める日本の

割合が、いずれも90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】(営業収益)

前中間連結会計期間(自平成19年４月１日　至平成19年９月30日)

当連結会社は、海外営業収益が連結営業収益の10％未満のため、海外営業収益の記載を省略しておりま

す。

当中間連結会計期間(自平成20年４月１日　至平成20年９月30日)

当連結会社は、海外営業収益が連結営業収益の10％未満のため、海外営業収益の記載を省略しておりま

す。

前連結会計年度(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)

当連結会社は、海外営業収益が連結営業収益の10％未満のため、海外営業収益の記載を省略しておりま

す。
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(企業結合等関係)

　　前中間連結会計期間(自平成19年４月１日　至平成19年９月30日)

該当事項はありません。

当中間連結会計期間(自平成20年４月１日　至平成20年９月30日)

該当事項はありません。

前連結会計年度(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)

該当事項はありません。
　

(１株当たり情報)

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 88.93円１株当たり純資産額 71.25円１株当たり純資産額 77.40円

１株当たり中間純損失 0.70円１株当たり中間純損失 5.96円１株当たり当期純損失 11.51円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、１株当たり中

間純損失であり、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、１株当たり中

間純損失であり、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、１株当たり当

期純損失が計上されており、また、希

薄化効果を有している潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　

(注) 算定上の基礎

　　１.　１株当たり純資産額

項目
前中間連結会計期間末
(平成19年９月30日現在)

当中間連結会計期間末
(平成20年９月30日現在)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日現在)

中間連結貸借対照表(連結貸
借対照表)の純資産の部の合
計額(百万円)

37,928 30,444 33,040

普通株式に係る純資産額
(百万円)

37,630 30,183 32,753

差額の主な内訳(百万円)

　少数株主持分 298 260 287

普通株式の発行済株式数
(千株)

423,601 423,601 423,601

普通株式の自己株式数(千株) 442 ─ 458

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数(千
株)

423,159 423,601 423,143
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 　２.　１株当たり中間(当期)純損失

項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

中間連結損益計算書(連結損
益計算書)上の中間(当期)純
損失(△)(百万円)

△295 △2,523 △4,869

普通株式に係る中間(当期)純
損失(△)(百万円)

△295 △2,523 △4,869

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

─ ─ ─

普通株式の期中平均株式数
(千株)

423,183 423,287 423,167

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要

新株予約権(新株予約

権の数1,642個)

なお、これらの概要は

「第４ 提出会社の状

況、１ 株式等の状況、

(2) 新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。

該当事項はありません 新株予約権(新株予約

権の数1,642個) 

なお、これらの概要は

「第４ 提出会社の状

況、１ 株式等の状況、

(2) 新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。

　

(重要な後発事象)

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

─── (資本金の額の減少及び株式の併合

の件)

当社は、平成20年９月11日開催の取
締役会において、資本金の額の減少
及び株式の併合を実施することを決
議し、平成20年10月15日付にて実施
いたしました。概要は以下のとおり
です。
１　資本金の額の減少
　(1) 目的

　財務体質を改善し、今後の機

動的な資本政策に備えるため
 

 

(株式交換による完全子会社化の件)

　当社と㈱ＣＳＫホールディングス

は、平成20年５月23日開催の各々の

取締役会において、平成20年８月１

日を期して、株式交換によりＣＳＫ

ホールディングスが当社を完全子会

社化(100％子会社化)とすることを

決議するとともに、同日付で株式交

換契約書を締結いたしました。株式

交換に関する事項の概要は以下のと

おりです。

　なお、株式交換承認につきまして

は、平成20年６月25日開催の当社第

110期定時株主総会にて承認可決さ

れました。
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前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

─── 　(2) 内容　

　平成20年９月11日現在の資

本金の額32,366,323,583円か

ら18,866,323,583円を減少し

て13,500,000,000円とし、減

少する18,866,323,583円をそ

の他資本剰余金に振り替えま

す。

　なお、今回の資本金の額の減

少により純資産合計に変更を

生ずるものではございませ

ん。
　(3) 日程　

取締役会決議日 平成20年９月11日

株主総会決議日 平成20年９月11日

債権者異議申述
公告

平成20年９月12日

債権者異議申述
最終期日

平成20年10月14日

効力発生日 平成20年10月15日

 
２　株式の併合
　(1) 目的

　発行済株式数の適正化を図

るため
　(2) 内容

　普通株式10.590049825株を

１株に併合いたします。

　それにより普通株式の発行

済株式数は423,601,993株よ

り40,000,000株になります。
　(3) 日程　

取締役会決議日 平成20年９月11日

株主総会決議日 平成20年９月11日

効力発生日 平成20年10月15日

　なお、前期首に当該株式併合

が行なわれたと仮定した場合

における(１株当たり情報)の

各数値は、下記の別表記載の

とおりであります。
 
(ＣＳＫ－ＲＢ証券株式会社の吸収
合併の件)
　当社とＣＳＫ－ＲＢ証券㈱は、平成
20年11月６日開催の各々の取締役会
において、平成20年12月11日を期し
て、当社を存続会社として合併する
ことを決定し、同日付で吸収合併契
約を締結いたしました。概要は、以下
のとおりです。
 

 

　(1) 株式交換の目的

　ＣＳＫグループにおける証

券系ビジネスを推進する体制

が整いつつあることから、こ

の「証券系ビジネス」を本格

的な事業の柱とすべく取り組

み始め、その中核となる当社

を完全子会社化し、グループ

一体となって「証券系ビジネ

ス」を推進してまいります。

　社会に必要とされる新たな

サービスの一環として、当社

が持つ機能・リソース・業務

ノウハウに、ＣＳＫグループ

がこれまで培ってきた情報

サービス及び証券系ビジネス

関連のノウハウ・リソースを

融合させることで、証券会社

はもちろん、他業種の企業が

証券分野に進出される場合等

にＣＳＫグループにお任せい

ただけるような証券総合プ

ラットフォームを提供してい

くとともに、リテール向けの

サービスを提供することに取

り組んでまいります。

　(2) 株式交換の日程

株式総会基準日(コスモ証券
㈱)

平成20年３月31日

株式交換決議取締役会(両社)

平成20年５月23日

株式交換契約締結(両社)

平成20年５月23日

株式交換承認株主総会(コス
モ証券㈱)

平成20年６月25日

取引所市場最終売買日(コス
モ証券㈱)

平成20年７月25日(予定)

上場廃止日(コスモ証券㈱:大
阪証券取引所)

平成20年７月26日(予定)

上場廃止日(コスモ証券㈱：
東京証券取引所、名古屋証券
取引所)

平成20年７月28日(予定)

株式交換の予定日(効力発生
日)

平成20年８月１日(予定)

株式交付日

平成20年９月中旬(予定)

※本株式交換を行うにあた

り、㈱ＣＳＫホールディング

スは会社法第796条第３項(簡

易株式交換)の規定により、株

主総会の承認を経ずに行う予

定です。
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前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

─── １　合併の目的

　ＣＳＫグループは、産業全体、社

会全体の持続的発展を支え、社会

に貢献する企業グループとして、

社会が必要とする新たなサービ

スを創造し提供し続けるサービ

スプロバイダー企業グループを

目指しております。現在、「情報

サービス」、「金融サービス」に

次ぐ「証券系ビジネス」を本格

的な事業の柱とすべく、取り組ん

でおります。このたび、その中核

である当社と地域金融機関向け

証券系ビジネスを担っていたＣ

ＳＫ－ＲＢ証券㈱の機能・人材

を合併により統合し、経営資源の

最適化を図ることで、より「証券

系ビジネス」の推進体制を強化

することといたしました。

　当社は、ＣＳＫ－ＲＢ証券㈱が

目的として掲げていた「地域金

融機関の証券ビジネスに関わる

プロセッシング機能の提供、商品

供給体制の構築など」を、当社が

持つ信用力・販売力を裏付けに

して推進することで、地域金融機

関の証券ビジネスの拡大に貢献

し、さらに地域金融機関のお客様

に対して、当社の基本方針である

「お客様の新しい満足」の実現

を目指してまいります。

２　合併の要旨
　(1) 合併の日程

合併契約承認取締役会(両社)

平成20年11月６日

合併契約締結(両社)

平成20年11月６日

合併契約承認株主総会(ＣＳＫ－ＲＢ証券
㈱)

平成20年11月７日

合併期日(効力発生日)

平成20年12月11日

本合併は、会社法第796条第３項に定
める簡易合併に該当するため、当社
の株主総会の承認を得ずに行いま
す。またＣＳＫ－ＲＢ証券㈱の株主
総会は、会社法第319条第１項に基づ
く書面による決議によっておりま
す。

　(3) 株式交換に係る割当ての内容

会社名

㈱ＣＳＫホールディングス

(完全親会社)

コスモ証券㈱

(完全子会社)

 

株式交換に係る割当ての内容

１

0.046

 

株式交換により交付する新株式数

未定

 

　(注)１．株式の割当比率

　当社の普通株式１株に

対し、㈱ＣＳＫホール

ディングスの普通株式

0.046株を割当て交付し

ます。

　㈱ＣＳＫホールディン

グスは現在、当社普通株

式を210,900,000株保有

しておりますが、㈱ＣＳ

Ｋホールディングスが株

式交換の日に保有する当

社普通株式については、

本株式交換による株式の

割当ては行いません。な

お、平成20年５月26日か

ら平成20年７月25日まで

のあいだに、関係法令諸

規則の遵守を前提に㈱Ｃ

ＳＫホールディングスは

当社株式を4,236,000株

(当社発行済株式数の約

１％相当)を上限として

取得する予定です。㈱Ｃ

ＳＫホールディングスが

市場にて株式を取得する

ことにより、株式交換の

効力発生日前に、当社株

式の市場における流動性

を高める結果となりま

す。
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前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

───

 

　(2) 合併方式
　当社を存続会社とする吸収

合併方式とし、ＣＳＫ－ＲＢ

証券㈱は解散いたします。
　(3) 合併比率

　㈱ＣＳＫホールディングス

の完全子会社同士の合併であ

るため、合併比率の取り決め

はありません。また、本合併に

よる新株式の発行及び金銭の

交付は行いません。
　(4) その他

　ＣＳＫ－ＲＢ証券㈱は、新株

予約権及び新株予約権付社債

を発行しておりません。また、

企業結合会計上の共通支配下

における取引に該当し、のれ

んは発生いたしません。

３　合併会社の概要(平成20年９月30日

現在)

(１)商号

ＣＳＫ－ＲＢ証券㈱

(２)事業内容

第１種金融商品取引業

(３)設立年月

平成19年１月

(４)本店所在地

東京都中央区日本橋二丁目４番１号

(５)代表者

代表取締役社長　増田　敬

(６)資本金

3,000百万円

(７)発行済株式数

34,500株

(８)総資産

2,402百万円

(９)決算期

3月31日

(10)従業員数

31名

(11)株主及び持株比率

㈱ＣＳＫホールディングス 100％

２．本株式交換により交付す

る株式の数等

　㈱ＣＳＫホールディン

グスは、本株式交換に際

して、当社の株主(実質株

主を含み、㈱ＣＳＫホー

ルディングスを除く、以

下同様)に対して、その所

有する当社の普通株式に

代わり、効力発生日(平成

20年８月１日)の前日の

最終の当社の株主名簿

(実質株主名簿を含む)に

記載または記録された当

社の株主が所有する当社

普通株式の合計に、0.046

を乗じた数の㈱ＣＳＫ

ホールディングスの普通

株式を割当て交付しま

す。

　なお、㈱ＣＳＫホール

ディングスは、平成20年

３月31日現在、自己株式

を8,121,892株を保有し

ております。本株式交換

に際して交付する株式の

うち、本株式交換の効力

発生日時点において保有

する自己株式数に相当す

る数の株式については、

その保有する自己株式を

割当交付し、当該割当交

付に不足する株式につい

ては、新株式を発行した

上で割当交付する予定で

す。

３．株式交換比率の算定方法

　当社及び㈱ＣＳＫホー

ルディングスは、第三者

機関にそれぞれ株式交換

比率の算定を依頼し、両

者の株式について、市場

株価平均法等により株式

交換比率案を算定いたし

ました。その算定結果を

参考に両者間で交渉・協

議を重ねた結果、結論の

交換比率といたしまし

た。

EDINET提出書類

コスモ証券株式会社(E03758)

半期報告書

53/83



　
前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

─── (劣後特約付借入契約締結の件)

　当社は、平成20年６月９日開催の取

締役会において、親会社である㈱Ｃ

ＳＫホールディングスより、劣後特

約付借入を実施することにいたしま

した。概要は以下のとおりです。 

　(1) 目的

財務の安定性改善

　(2) 内容

金額 30億円

期間
平成20年６月30
日～平成22年６
月30日

利率

３ヶ月TIBOR＋
２％(TIBOR→東
京市場における
銀行間取引金利)

返済条件 期限一括返済

担保の有無 無担保

　

(別表) 前期首に当該株式併合が行なわれたと仮定した場合の１株当たり情報

　

前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 941.74円１株当たり純資産額 754.58円１株当たり純資産額 819.72円

１株当たり中間純損失 7.40円１株当たり中間純損失 63.13円１株当たり当期純損失 121.87円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、１株当たり中

間純損失であり、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、１株当たり中

間純損失であり、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、１株当たり当

期純損失が計上されており、また、希

薄化効果を有している潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】
(1)【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

(単位：百万円)

前中間会計期間末
(平成19年９月30日)

当中間会計期間末
(平成20年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 18,067 15,729 22,939

預託金 37,004 30,355 32,090

顧客分別金信託 36,840 30,247 31,895

その他の預託金 164 108 195

トレーディング商品 ※3
 12,692

※3
 11,655

※3
 6,811

商品有価証券等 ※1
 12,623

※1
 11,584

※1
 6,691

デリバティブ取引 69 71 119

約定見返勘定 2,575 1,139 237

信用取引資産 71,653 35,787 45,631

信用取引貸付金 67,512 33,702 42,779

信用取引借証券担保金 4,141 2,085 2,851

有価証券担保貸付金 6,406 6,050 3,244

借入有価証券担保金 6,406 6,050 3,244

立替金 31 28 63

短期差入保証金 9,147 8,717 8,807

繰延税金資産 772 618 －

その他 2,358 2,032 1,942

貸倒引当金 △19 △26 △45

流動資産合計 160,691 112,090 121,722

固定資産

有形固定資産 ※2
 2,858

※2
 3,234

※2
 3,508

無形固定資産 1,513 1,875 2,613

投資その他の資産 8,425 7,928 7,787

投資有価証券 ※3
 6,092

※3
 5,312

※3
 5,485

差入保証金 1,039 1,677 1,699

繰延税金資産 － 377 －

その他 1,894 748 897

貸倒引当金 △599 △187 △293

固定資産合計 12,797 13,037 13,910

資産合計 173,489 125,127 135,632

EDINET提出書類

コスモ証券株式会社(E03758)

半期報告書

55/83



(単位：百万円)

前中間会計期間末
(平成19年９月30日)

当中間会計期間末
(平成20年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

トレーディング商品 4,483 5,447 2,602

商品有価証券等 ※1
 4,385

※1
 5,444

※1
 2,513

デリバティブ取引 97 2 88

信用取引負債 31,430 17,510 19,323

信用取引借入金 ※3
 24,294

※3
 11,754

※3
 12,997

信用取引貸証券受入金 7,135 5,755 6,326

有価証券担保借入金 1,124 852 637

有価証券貸借取引受入金 1,124 852 637

預り金 14,786 10,082 9,871

受入保証金 38,697 31,380 34,029

短期借入金 ※3
 32,200

※3
 19,200

※3
 27,700

1年内返済予定の長期借入金 － 5,000 5,000

短期社債 4,000 － －

未払法人税等 71 16 85

賞与引当金 339 361 337

その他 2,292 1,496 1,636

流動負債合計 129,426 91,348 101,224

固定負債

長期借入金 5,000 ※6
 3,000 －

リース債務 － 9 －

繰延税金負債 296 － 104

退職給付引当金 35 61 64

その他 17 8 14

固定負債合計 5,350 3,079 182

特別法上の準備金

証券取引責任準備金 1,456 － 1,563

金融先物取引責任準備金 3 － 4

金融商品取引責任準備金 － 863 －

特別法上の準備金合計 ※7
 1,459

※7
 863

※7
 1,567

負債合計 136,236 95,292 102,974
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(単位：百万円)

前中間会計期間末
(平成19年９月30日)

当中間会計期間末
(平成20年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 32,366 32,366 32,366

利益剰余金

利益準備金 395 395 395

その他利益剰余金

別途積立金 3,000 － 3,000

繰越利益剰余金 1,121 △3,103 △3,203

利益剰余金合計 4,517 △2,707 192

自己株式 △81 － △83

株主資本合計 36,802 29,659 32,475

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 466 183 195

繰延ヘッジ損益 △16 △6 △12

評価・換算差額等合計 450 176 182

純資産合計 37,252 29,835 32,657

負債純資産合計 173,489 125,127 135,632

EDINET提出書類

コスモ証券株式会社(E03758)

半期報告書

57/83



②【中間損益計算書】
(単位：百万円)

前中間会計期間
(自 平成19年４月１日
　至 平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

営業収益

受入手数料 9,481 5,637 16,311

委託手数料 5,945 2,915 9,784

引受け・売出し手数料 75 37 130

募集・売出しの取扱手数料 1,931 1,278 3,413

その他の受入手数料 1,529 1,405 2,983

トレーディング損益 ※1
 1,586

※1
 1,299

※1
 2,924

金融収益 1,346 907 2,607

その他の営業収益 0 0 0

営業収益計 12,414 7,843 21,843

金融費用 580 433 1,056

純営業収益 11,834 7,409 20,786

販売費及び一般管理費

取引関係費 2,627 1,986 4,987

人件費 4,934 4,665 9,884

不動産関係費 1,367 1,812 2,979

事務費 2,317 1,681 4,389

減価償却費 ※2
 421

※2
 580

※2
 898

租税公課 123 97 240

貸倒引当金繰入額 24 － 44

その他 308 237 608

販売費及び一般管理費合計 12,124 11,063 24,032

営業損失（△） △289 △3,653 △3,245

営業外収益 ※3
 166

※3
 220

※3
 243

営業外費用 ※3
 26

※3
 78

※3
 81

経常損失（△） △149 △3,511 △3,082

特別利益

投資有価証券売却益 － 209 0

金融商品取引責任準備金戻入 － 704 －

貸倒引当金戻入額 － 27 －

移転補償金 － － 950

特別利益合計 － 940 950
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(単位：百万円)

前中間会計期間
(自 平成19年４月１日
　至 平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

特別損失

投資有価証券売却損 － － 0

投資有価証券評価損 － 162 97

固定資産除却損 ※4
 9

※4
 10

※4
 524

固定資産売却損 － 1 －

ゴルフ会員権評価損 － 12 11

会員権評価損 － 3 －

事業再編損 － ※5
 1,586 －

本社移転費用 － － 819

証券取引責任準備金繰入れ 130 － 236

金融先物取引責任準備金繰入れ 1 － 2

その他 － 75 －

特別損失合計 140 1,852 1,692

税引前中間純損失（△） △289 △4,423 △3,825

法人税、住民税及び事業税 16 △447 32

法人税等調整額 － △1,106 772

法人税等合計 16 △1,553 804

中間純損失（△） △305 △2,870 △4,630
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③【中間株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前中間会計期間
(自 平成19年４月１日
　至 平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 32,366 32,366 32,366

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 32,366 32,366 32,366

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 268 395 268

当中間期変動額

剰余金の配当 126 － 126

当中間期変動額合計 126 － 126

当中間期末残高 395 395 395

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 3,000 3,000 3,000

当中間期変動額

別途積立金の取崩 － △3,000 －

当中間期変動額合計 － △3,000 －

当中間期末残高 3,000 － 3,000

繰越利益剰余金

前期末残高 2,823 △3,203 2,823

当中間期変動額

剰余金の配当 △1,396 － △1,396

別途積立金の取崩 － 3,000 －

中間純損失（△） △305 △2,870 △4,630

自己株式の処分 － △29 －

当中間期変動額合計 △1,702 100 △6,026

当中間期末残高 1,121 △3,103 △3,203

利益剰余金合計

前期末残高 6,092 192 6,092

当中間期変動額

剰余金の配当 △1,269 － △1,269

別途積立金の取崩 － － －

中間純損失（△） △305 △2,870 △4,630

自己株式の処分 － △29 －

当中間期変動額合計 △1,575 △2,899 △5,899

当中間期末残高 4,517 △2,707 192

自己株式

前期末残高 △72 △83 △72

当中間期変動額

自己株式の取得 △8 △5 △10

自己株式の処分 － 88 －

当中間期変動額合計 △8 83 △10

当中間期末残高 △81 － △83
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(単位：百万円)

前中間会計期間
(自 平成19年４月１日
　至 平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

株主資本合計

前期末残高 38,386 32,475 38,386

当中間期変動額

剰余金の配当 △1,269 － △1,269

中間純損失（△） △305 △2,870 △4,630

自己株式の取得 △8 △5 △10

自己株式の処分 － 58 －

当中間期変動額合計 △1,583 △2,816 △5,910

当中間期末残高 36,802 29,659 32,475

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 668 195 668

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △201 △11 △473

当中間期変動額合計 △201 △11 △473

当中間期末残高 466 183 195

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △25 △12 △25

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 9 6 12

当中間期変動額合計 9 6 12

当中間期末残高 △16 △6 △12

評価・換算差額等合計

前期末残高 642 182 642

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △192 △5 △460

当中間期変動額合計 △192 △5 △460

当中間期末残高 450 176 182

純資産合計

前期末残高 39,028 32,657 39,028

当中間期変動額

剰余金の配当 △1,269 － △1,269

中間純損失（△） △305 △2,870 △4,630

自己株式の取得 △8 △5 △10

自己株式の処分 － 58 －

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △192 △5 △460

当中間期変動額合計 △1,776 △2,822 △6,370

当中間期末残高 37,252 29,835 32,657
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【中間財務諸表作成の基本となる重要な事項】

　
前中間会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　トレーディング商品の評価基準

及び評価方法

　　トレーディング商品に属する有価

証券及びデリバティブ取引等につ

いては、時価法を採用しておりま

す。

１　トレーディング商品の評価基準

及び評価方法

同左

１　トレーディング商品の評価基準

及び評価方法

同左

２　トレーディング商品に属さない

有価証券、その他の商品の評価基

準及び評価方法

２　トレーディング商品に属さない

有価証券、その他の商品の評価基

準及び評価方法

２　トレーディング商品に属さない

有価証券、その他の商品の評価基

準及び評価方法

　①　その他有価証券

　　ア　時価のあるもの

　　　　時価をもって中間貸借対照表価

額とし、取得原価との評価差

額を全部純資産直入する方法

によっております。(売却原価

は移動平均法により算定して

おります。)

　①　その他有価証券

　　ア　時価のあるもの

同左

　①　その他有価証券

　　ア　時価のあるもの

　　　　時価をもって貸借対照表価額と

し、取得原価との評価差額を

全部純資産直入する方法に

よっております。(売却原価は

移動平均法により算定してお

ります。)

　　イ　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法によっ

ております。なお、投資事業有

限責任組合等への出資につい

ては、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可能

な最近の決算書を基礎とし、

組合決算の持分相当額を純額

方式により当中間期の損益と

して計上することとしており

ます。また、組合等がその他有

価証券を保有している場合で

当該有価証券に評価差額があ

る場合には、評価差額に対す

る持分相当額をその他有価証

券評価差額金に計上すること

としております。

　　イ　時価のないもの

同左

　　イ　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法によっ

ております。なお、投資事業有

限責任組合等への出資につい

ては、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可能

な最近の決算書を基礎とし、

組合決算の持分相当額を純額

方式により当事業年度の損益

として計上することとしてお

ります。また、組合等がその他

有価証券を保有している場合

で当該有価証券に評価差額が

ある場合には、評価差額に対

する持分相当額をその他有価

証券評価差額金に計上するこ

ととしております。

　②　子会社株式及び関連会社株式

　　　移動平均法による原価法によっ

ております。

　②　子会社株式及び関連会社株式

同左

　②　子会社株式及び関連会社株式

同左

　③　デリバティブ取引

　　　時価法によっております。

　③　デリバティブ取引

同左

　③　デリバティブ取引

同左
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前中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

３　固定資産の減価償却の方法

　①　有形固定資産

　　　定額法によっております。なお、

主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物 ３～50年

器具備品 ２～20年

３　固定資産の減価償却の方法

　①　有形固定資産(リース資産を除

く)

　　　定額法によっております。なお、

主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物 ３～50年

器具備品 ２～20年

３　固定資産の減価償却の方法

　①　有形固定資産

　　　定額法によっております。なお、

主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物 ３～50年

器具備品 ２～20年

(会計方針の変更)

　法人税法の改正((所得税法等の一

部を改正する法律　平成19年３月30

日　法律第６号)及び(法人税法施行

令の一部を改正する政令平成19年３

月30日　政令第83号))に伴い、当中間

会計期間から、平成19年４月１日以

降に取得したものについては、改正

後の法人税法に基づく方法に変更し

ております。

　なお、この変更に伴う損益に与える

影響は軽微であります。

─── (会計方針の変更)

　法人税法の改正((所得税法等の一

部を改正する法律　平成19年３月30

日　法律第６号)及び(法人税法施行

令の一部を改正する政令平成19年３

月30日　政令第83号))に伴い、当事業

年度から、平成19年４月１日以降に

取得したものについては、改正後の

法人税法に基づく方法に変更してお

ります。

　なお、この変更に伴う損益に与える

影響は軽微であります。

(追加情報)

　当中間会計期間から、平成19年３月

31日以前に取得したものについて

は、償却可能限度額まで償却が終了

した翌年から５年間で均等償却する

方法によっております。

　当該変更に伴う損益に与える影響

は軽微であります。

(追加情報)

　当事業年度から、平成19年３月31日

以前に取得したものについては、償

却可能限度額まで償却が終了した翌

年から５年間で均等償却する方法に

よっております。

　当該変更に伴う損益に与える影響

は軽微であります。

　②　無形固定資産

　　　定額法を採用しております。ただ

し、自社利用のソフトウェアに

ついては社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法に

よっております。

　②　無形固定資産(リース資産を除

く)

同左

　②　無形固定資産

同左

　─── 　③　リース資産

　　　　所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資

産

　　　 リース期間を耐用年数とし、残

存価額をゼロとして算定す

る方法によっております。

(会計方針の変更)
　当中間会計期間から平成19年３月
30日改正の「リース取引に関する会
計基準」(企業会計基準委員会　企業
会計基準第13号)及び「リース取引
に関する会計基準の適用指針」(企
業会計基準委員会　企業会計基準適
用指針第16号)を適用しております。

　なお、この変更に伴う損益に与える
影響は軽微であります。
 

　───
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前中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

４　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　貸付金等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を検討し回収不能見込額

を計上しております。

４　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

同左

４　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

同左

　(2) 賞与引当金

　　　従業員に対する賞与の支払いに

備えるため、当社所定の計算方

法による支払見込額を計上して

おります。

　(2) 賞与引当金

同左

　(2) 賞与引当金

同左

　(3) 役員賞与引当金

　　　役員に対する賞与の支払いに備

えるため、当事業年度における

支払見込額の当中間会計期間負

担額を計上しております。 

なお、当中間会計期間末におい

ては役員賞与引当金の計上は

行っておりません。

 

　(3) 役員賞与引当金

同左

　(3) 役員賞与引当金

　　　役員に対する賞与の支払いに備

えるため、当事業年度末におけ

る支払見込額を計上しておりま

す。

なお、当事業年度末においては

役員賞与引当金の計上は行って

おりません。

　(4) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間期末において発生

していると認められる額を計上

しております。

　　　過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(８年)による定額法

により按分した額を費用処理し

ております。

　　　数理計算上の差異は、各年度の発

生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(８

年)による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌年度か

ら費用処理することとしており

ます。

　(4) 退職給付引当金

同左

　(4) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基

づいた額を計上しております。

　　　過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(８年)による定額法

により按分した額を費用処理し

ております。

　　　数理計算上の差異は、各年度の発

生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(８

年)による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌年度か

ら費用処理することとしており

ます。

　(5) 証券取引責任準備金

　　　証券事故による損失に備えるた

め、旧「証券取引法」第51条及

び、旧「証券会社に関する内閣

府令」第35条の定めるところに

より算出した額を計上しており

ます。

───

 
　(5) 証券取引責任準備金

　　　証券事故による損失に備えるた

め、旧「証券取引法」第51条の

規定に基づき、旧「証券会社に

関する内閣府令」第35条の定め

るところにより算出した金額を

計上しております。
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前中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(6) 金融先物取引責任準備金

　金融先物事故による損失に備

えるため、旧「金融先物取引

法」第81条の規定に基づき旧

「金融先物取引法施行規則」第

29条に定めるところにより算出

した金額を計上しております。

 

───

 
　(6) 金融先物取引責任準備金

　金融先物事故による損失に備

えるため、旧「金融先物取引

法」第81条の規定に基づき、旧

「金融先物取引法施行規則」第

29条に定めるところにより算出

した金額を計上しております。 

 

─── 　(7) 金融商品取引責任準備金 

　　　証券事故及び金融先物事故によ

る損失に備えるため、「金融商

品取引法」第46条の５の規定に

基づき、「金融商品取引業等に

関する内閣府令」第175条に定

めるところにより算出した金額

を計上しております。 

(会計方針の変更)　
　当中間会計期間より、「金融商品取
引法」の施行に伴い、同法第46条の
５の規定に基づく金融商品取引責任
準備金については、「金融商品取引
業等に関する内閣府令」第175条に
定めるところにより算出した額を計
上しております。 
　この変更に伴い、前中間会計期間と
同一の方法によった場合と比べ、税
引前中間純損失が309百万円減少し
ております。　　　

───

５　外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

　　外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。

５　外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

同左

５　外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

　　外貨建金銭債権債務は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。

６　リース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

６　リース取引の処理方法

　　所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引のうち、リース取引開始日

が新リース会計基準適用開始前の

ものについては、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

６　リース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

 

７　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

　　 繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。

なお、特例処理の要件を満たす

金利スワップについては、特例

処理を採用しております。

７　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

同左

 

７　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

同左

 

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　当中間会計期間にヘッジ会計を

適用したヘッジ手段とヘッジ対

象は以下のとおりであります。

　　(a) ヘッジ手段…金利スワップ取

引

　　(b) ヘッジ対象…借入金の利息

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　　　

　　

　

　　(a) ヘッジ手段…同左

 

　　(b) ヘッジ対象…同左

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　当事業年度にヘッジ会計を適用

したヘッジ手段とヘッジ対象は

以下のとおりであります。

 

　　(a) ヘッジ手段…同左

 

　　(b) ヘッジ対象…同左

EDINET提出書類

コスモ証券株式会社(E03758)

半期報告書

65/83



前中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(3) ヘッジ方針

　　　当社は一部の借入金の金利変動

リスクを回避する目的で金利ス

ワップ取引を行っており、ヘッ

ジ対象の識別は個別契約ごとに

行っております。

　(3) ヘッジ方針

同左

　(3) ヘッジ方針

同左

　(4) ヘッジ有効性評価の方法

　　　ヘッジ対象のキャッシュ・フ

ロー変動の累計とヘッジ手段の

キャッシュ・フロー変動の累計

を半期毎に比較し、両者の変動

額等を基礎にして、ヘッジ有効

性を評価しております。ただし、

特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評

価を省略しております。

　(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

 

　(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

 

８　消費税等の会計処理方法

　　消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

８　消費税等の会計処理方法

同左

 

８　消費税等の会計処理方法

　　消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっており、控除対

象外消費税等は発生事業年度の期

間の費用として処理しておりま

す。

 

─── ９　連結納税制度の適用

　　当中間会計期間より連結納税制度

を適用しております。

───
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【会計方針の変更】

　　該当事項はありません。
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【注記事項】

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成19年９月30日)

当中間会計期間末
(平成20年９月30日)

前事業年度末
(平成20年３月31日)

※１　商品有価証券等の内訳

　　　資産

百万円

株券 5,771

債券 6,851

受益証券等 0

計 12,623

　　　負債

百万円

株券 1,361

債券 3,024

受益証券等 ─

計 4,385

※１　商品有価証券等の内訳

　　　資産

百万円

株券 32

債券 11,552

受益証券等 ─

計 11,584

　　　負債

百万円

株券 3

債券 5,441

受益証券等 ─

計 5,444

※１　商品有価証券等の内訳

　　　資産

百万円

株券 122

債券 6,569

受益証券等 ─

計 6,691

　　　負債

百万円

株券 61

債券 2,452

計 2,513

※２　有形固定資産から控除した減

価償却累計額は2,620百万円で

あります。

※２　有形固定資産から控除した減

価償却累計額は2,275百万円で

あります。

※２　有形固定資産から控除した減

価償却累計額は2,049百万円で

あります。

※３(1) 担保に供されている資産は

次のとおりであります。

百万円

トレーディング商品 399

投資有価証券 1,342

計 1,742

※３(1) 担保に供されている資産は

次のとおりであります。

百万円

トレーディング商品 400

投資有価証券 1,066

計 1,466

※３(1) 担保に供されている資産は

次のとおりであります。

百万円

トレーディング商品 400

投資有価証券 1,131

計 1,532

(注)　上記のほか、信用取引の自己融

資見返り株券を信用取引借入

金の担保として4,077百万円、

証券金融借入金の担保として

311百万円、先物取引差入証拠

金の代用として3,181百万円、

発行日取引差入証拠金の代用

として2百万円を差し入れて

おります。

(注)　上記のほか、トレーディング商

品を先物取引差入証拠金の代

用として432百万円、投資有価

証券を先物取引差入証拠金の

代用として137百万円、信用取

引の自己融資見返り株券を信

用取引借入金の担保として

1,476百万円、先物取引差入証

拠金の代用として1,670百万

円を差し入れております。

(注)　上記のほか、信用取引の自己融

資見返り株券を信用取引借入

金の担保として2,368百万円、

証券金融借入金の担保として

169百万円、先物取引差入証拠

金の代用として2,663百万円

を差し入れております。

　　(2) 担保資産の対象となる債務は

次のとおりであります。

百万円

短期借入金 1,400

信用取引借入金 24,294

計 25,694

　　(2) 担保資産の対象となる債務は

次のとおりであります。

百万円

短期借入金 1,400

信用取引借入金 11,754

計 13,154

　　(2) 担保資産の対象となる債務は

次のとおりであります。

百万円

短期借入金 1,400

信用取引借入金 12,997

計 14,397
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　 前中間会計期間末
(平成19年９月30日)

当中間会計期間末
(平成20年９月30日)

前事業年度末
(平成20年３月31日)

　４　担保として差し入れた有価証券

の時価額は以下のとおりであり

ます。(上記３に属するものを除

く)

項目
金額
(百万円)

信用取引貸証券 10,264

信用取引借入金の
本担保証券

25,611

差入保証金代用有価証券 3,115

その他担保として
差し入れた有価証券

13,648

　４　担保として差し入れた有価証券

の時価額は以下のとおりであり

ます。(上記３に属するものを除

く)

項目
金額
(百万円)

信用取引貸証券 5,462

信用取引借入金の
本担保証券

10,923

差入保証金代用有価証券 1,952

その他担保として
差し入れた有価証券

6,050

　４　担保として差し入れた有価証券

の時価額は以下のとおりであり

ます。(上記３に属するものを除

く)

項目
金額
(百万円)

信用取引貸証券 6,410

信用取引借入金の
本担保証券

12,776

差入保証金代用有価証券 3,994

その他担保として
差し入れた有価証券

6,993

　５　担保として受け入れた有価証券

の時価額(時価のないものは実

質価額による)は以下のとおり

であります。

項目
金額
(百万円)

信用取引貸付金の
本担保証券

61,320

信用取引借証券 4,340

消費貸借契約により
借り入れた有価証券

6,354

受入証拠金代用有価証券 994

受入保証金代用有価証券 88,190

その他担保として受け入れ
た有価証券で自由処分権の
付されたもの(実質価額によ
る)

211

　５　担保として受け入れた有価証券

の時価額(時価のないものは実

質価額による)は以下のとおり

であります。

項目
金額
(百万円)

信用取引貸付金の
本担保証券

25,359

信用取引借証券 2,002

消費貸借契約により
借り入れた有価証券

502

受入証拠金代用有価証券 953

受入保証金代用有価証券 50,248

その他担保として受け入れた
有価証券で自由処分権の付さ
れたもの(実質価額による)

145

　５　担保として受け入れた有価証券

の時価額(時価のないものは実

質価額による)は以下のとおり

であります。

項目
金額
(百万円)

信用取引貸付金の
本担保証券

34,592

信用取引借証券 2,813

消費貸借契約により
借り入れた有価証券

710

受入証拠金代用有価証券 913

受入保証金代用有価証券 63,878

その他担保として受け入れた
有価証券で自由処分権の付さ
れたもの(実質価額による)

211

 

───

 

※６　長期借入金は、「金融商品取引

業等に関する内閣府令」(平成

19年内閣府令第52号)第176条に

定める劣後債務(劣後特約付借

入金)であります。

 

 

───

※７　特別法上の準備金の計上を規

定した法令の条項は次のとおり

であります。

　　１　証券取引責任準備金

　　　　　旧証券取引法第51条

　　２　金融先物取引責任準備金

　　　　　旧金融先物取引法第81条

※７　特別法上の準備金の計上を規

定した法令の条項は次のとおり

であります。

　　金融商品取引責任準備金

　　　金融商品取引法第46条の５　

 

 

※７　特別法上の準備金の計上を規

定した法令の条項は次のとおり

であります。

　　１　証券取引責任準備金

　　　　　旧証券取引法第51条

　　２　金融先物取引責任準備金

　　　　　旧金融先物取引法第81条

　

次へ
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(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　トレーディング損益の内訳
実現
損益
(百万円)

評価
損益
(百万円)

計
(百万円)

株券等
トレーディング損益

981 △23 957

債券等・その他の
トレーディング損益

633 △4 629

　債券等
　トレーディング損益

642 2 644

　その他の
　トレーディング損益

△8 △7 △15

計 1,614△28 1,586

※１　トレーディング損益の内訳
実現
損益
(百万円)

評価
損益
(百万円)

計
(百万円)

株券等
トレーディング損益

185 2 187

債券等・その他の
トレーディング損益

1,115 △3 1,111

　債券等
　トレーディング損益

1,138△21 1,117

　その他の
　トレーディング損益

△23 17 △5

計 1,300 △1 1,299

※１　トレーディング損益の内訳
実現
損益
(百万円)

評価
損益
(百万円)

計
(百万円)

株券等
トレーディング損益

1,073 50 1,124

債券等・その他の
トレーディング損益

1,774 26 1,800

　債券等
　トレーディング損益

1,774 12 1,786

　その他の
　トレーディング損益

△0 13 13

計 2,848 76 2,924

※２　当中間会計期間の減価償却実

施額は次のとおりであります。

百万円

有形固定資産 229

無形固定資産 191

投資その他の資産 0

計 421

※２　当中間会計期間の減価償却実

施額は次のとおりであります。

百万円

有形固定資産 236

無形固定資産 344

リース資産 1

投資その他の資産 0

計 580

※２　当事業年度の減価償却実施額

は次のとおりであります。

百万円

有形固定資産 472

無形固定資産 426

投資その他の資産 0

計 898

※３　営業外損益の主要な内訳

営業外収益

　受取配当金
　(その他
　有価証券等)

98百万円

　寮・社宅家賃 
　受入れ

49百万円

　その他 19百万円

営業外費用

　投資事業組合 
　関係費用 15百万円

　安定操作

　分担金
3百万円

　損害賠償

　和解金
3百万円

　その他 3百万円

※３　営業外損益の主要な内訳

営業外収益

　受取配当金
　(その他
　有価証券等)

98百万円

　寮・社宅家賃 
　受入れ

50百万円

　その他 71百万円

営業外費用

　投資事業組合 
　関係費用 35百万円

　備品等撤去

　費用
28百万円

　損害賠償

　和解金
6百万円

　その他 7百万円
 

※３　営業外損益の主要な内訳

営業外収益

　受取配当金
　(その他
　有価証券等)

114百万円

　寮・社宅家賃 
　受入れ

98百万円

　その他 30百万円

営業外費用

　投資事業組合
　関係費用

48百万円

　安定操作
　分担金

12百万円

　その他 20百万円

※４　主に店舗改装に伴う除却によ

るものです。

 
───

※４　主に借家権の除却によるもの

であります。

 
※５　事業再編損　　　　

　　　主にリテール対面営業、ネット取

引以外からの事業撤退・縮小

の実施に伴うものでありま

す。

※４　主に店舗移転に伴う除却によ

るものであります。

 
───
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 400,778 41,299 ─ 442,077

　
　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　　41,299株

　

当中間会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 458,647 55,087 513,734 ─

　
　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　　55,087株

　　減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　　完全子会社化に伴う株式交換による減少 513,734株

　

前事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 400,778 57,869 ─ 458,647

　
　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 57,869株
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(リース取引関係)

　
前中間会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引は次のとおり

であります。

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中

間期末残高相当額

 

器具・
備品
(百万円)

ソフト
ウェア
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

529 299 829

減価償却
累計額
相当額

140 48 188

中間期末
残高
相当額

389 251 641

 

 
 

１　ファイナンス・リース取引

　(1) 所有権移転外ファイナンス・

リース取引(通常の売買取引

に係る方法に準じた会計処理

によっているもの)

　　①　リース資産の内容

　　　　有形固定資産
　　　　　器具・備品
　　　　無形固定資産
　　　　　ソフトウェア

　　②　リース資産の減価償却の方法

　　　 リース期間を耐用年数とし、残

存価額をゼロとして算定す

る方法によっております。

　(2) 所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引(新リース

会計基準適用開始前の通常の

賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっているも

の)

　　①　リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額

器具・
備品
(百万円)

ソフト
ウェア
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

622 458 1,081

減価償却
累計額
相当額

249 60 309

中間期末
残高
相当額

372 398 771

 

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引は次のとおり

であります。

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期

末残高相当額

器具・
備品
(百万円)

ソフト
ウェア
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

645 743 1,388

減価償却
累計額
相当額

194 76 270

期末残高
相当額

451 667 1,118

 

②　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 155百万円

１年超 497

計 653

 

　　②　未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 208百万円

１年超 573

計 781

 

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 267百万円

１年超 860

計 1,127

 

③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 62百万円

減価償却費
相当額

58

支払利息相当額 5

 

　　③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 147百万円

減価償却費
相当額

137

支払利息相当額 14

 

③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 173百万円

減価償却費
相当額

161

支払利息相当額 15
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前中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

④　減価償却費相当額の算定方法

　　   リース期間を耐用年数とし残

存価額を零とする定額法に

よっております。

 

 

　　④　減価償却費相当額の算定方法

　　　　同左

④　減価償却費相当額の算定方法

　　同左

 

⑤　利息相当額の算定方法

　　　 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法に

よっております。

 

　　⑤　利息相当額の算定方法

　　　　同左

⑤　利息相当額の算定方法

　　同左

２　オペレーティング・リース取引

は次のとおりであります。

　　未経過リース料

１年以内 7百万円

１年超 8

計 16

 

２　オペレーティング・リース取引

は次のとおりであります。

　　未経過リース料

１年以内 811百万円

１年超 6,233

計 7,045

２　オペレーティング・リース取引

は次のとおりであります。

　　未経過リース料

１年以内 809百万円

１年超 6,641

計 7,451
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(有価証券)

前中間会計期間末(平成19年９月30日)

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。

当中間会計期間末(平成20年９月30日)

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。

前事業年度末(平成20年３月31日)

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。

　

(企業結合等関係)

前中間会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)

　該当事項はありません。

当中間会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　該当事項はありません。

前事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前中間会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 88.03円１株当たり純資産額 70.43円１株当たり純資産額 77.18円

１株当たり中間純損失 0.72円１株当たり中間純損失 6.78円１株当たり当期純損失 10.94円

なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益については、１株当たり中
間純損失であり、希薄化効果を有し
ている潜在株式が存在しないため記
載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益については、１株当たり中
間純損失であり、希薄化効果を有し
ている潜在株式が存在しないため記
載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益については、１株当たり当
期純損失が計上されており、また、希
薄化効果を有している潜在株式が存
在しないため記載しておりません。

(注)　算定上の基礎
　　　１．１株当たり純資産額

項目
前中間会計期間末

(平成19年９月30日現在)
当中間会計期間末

(平成20年９月30日現在)
前事業年度末

(平成20年３月31日現在)

中間貸借対照表(貸借対照表)
の純資産の部の合計額(百万
円)

37,252 29,835 32,657

普通株式に係る純資産額
(百万円)

37,252 29,835 32,657

普通株式の発行済株式数
(千株)

423,601 423,601 423,601

普通株式の自己株式数(千株) 442 ─ 458

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数(千
株)

423,159 423,601 423,143

　　　２．１株当たり中間(当期)純損失

項目
前中間会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

中間損益計算書(損益計算書)
上の中間(当期)純損失
(△)(百万円)

△305 △2,870 △4,630

普通株式に係る中間(当期)純
損失(△)(百万円)

△305 △2,870 △4,630

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

─ ─ ─

普通株式の期中平均株式数
(千株)

423,183 423,287 423,167

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要

新株予約権(新株予約

権の数1,642個)

なお、これらの概要は

「第４ 提出会社の状

況、１ 株式等の状況、

(2) 新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。

該当事項はありませ

ん。

新株予約権(新株予約

権の数1,642個)

なお、これらの概要は

「第４ 提出会社の状

況、１ 株式等の状況、

(2) 新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。
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(重要な後発事象)

　
前中間会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

───

 

(資本金の額の減少及び株式の併合

の件)

　当社は、平成20年９月11日開催の取

締役会において、資本金の額の減少

及び株式の併合を実施することを決

議し、平成20年10月15日付にて実施

いたしました。

　詳細につきましては「第５　経理の

状況　１　中間連結財務諸表等」の

「重要な後発事象」をご参照くださ

い。

　なお、前期首に当該株式併合が行な

われたと仮定した場合における(１

株当たり情報)の各数値は、下記の別

表記載のとおりであります。

(株式交換による完全子会社化の件)

　当社は、平成20年5月23日開催の取

締役会において、株式会社ＣＳＫ

ホールディングスとの間で株式交換

により同社が完全親会社となること

を決議するとともに、同日付で株式

交換契約書を締結いたしました。

　詳細につきましては「第５　経理の

状況　１　連結財務諸表等」の「重要

な後発事象」をご参照ください。

─── (ＣＳＫ－ＲＢ証券株式会社の吸収

合併の件)

  当社は、平成20年11月６日開催の

各々の取締役会において、平成20年

12月11日を期して、当社を存続会社

として合併することを決定し、同日

付で吸収合併契約を締結いたしまし

た。

　詳細につきましては「第５　経理の

状況　１　中間連結財務諸表等」の

「重要な後発事象」をご参照くださ

い。

(劣後特約付借入契約締結の件)

　当社は、平成20年６月９日開催の取

締役会において、親会社である㈱Ｃ

ＳＫホールディングスより、劣後特

約付借入を実施することにいたしま

した。概要は以下のとおりです。

　(1) 目的

　　　財務の安定性改善

　(2) 内容

金額 30億円

期間
平成20年６月30
日～平成22年６
月30日

利率

３ヶ月TIBOR＋
２％(TIBOR→東
京市場における
銀行間取引金利)

返済条件 期限一括返済

担保の有無 無担保

 

　

(別表) 前期首に当該株式併合が行なわれたと仮定した場合の１株当たり情報

　

前中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 932.28円１株当たり純資産額 745.89円１株当たり純資産額 817.33円

１株当たり中間純損失 7.66円１株当たり中間純損失 71.80円１株当たり当期純損失 115.87円

なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益については、１株当たり中
間純損失であり、希薄化効果を有し
ている潜在株式が存在しないため記
載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益については、１株当たり中
間純損失であり、希薄化効果を有し
ている潜在株式が存在しないため記
載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益については、１株当たり当
期純損失が計上されており、また、希
薄化効果を有している潜在株式が存
在しないため記載しておりません。
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(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第110期)

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

平成20年６月26日関東財務局長に提出。

臨時報告書

　
平成20年４月４日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第9号(代表取締役の異動)の規定に基づく臨時報告書で

あります。

臨時報告書

　
平成20年５月26日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第6号の2(完全子会社となる株式交換に係る契約の締

結)の規定に基づく臨時報告書であります。

　

　臨時報告書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成20年9月17日近畿財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第12号（資本金の額の減少）の規定に基づく臨時報告

書であります。

　

　臨時報告書の訂正報告書　　　　　　　　　　　　　　　平成20年10月3日近畿財務局長に提出。　

平成20年9月17日付近畿財務局長に提出した臨時報告書を取り下げる旨の臨時報告書の訂正報告書であ

ります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年12月７日

コスモ証券株式会社

取締役会　御中

　

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　　　井　出　　　隆

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　　　平　井　啓　仁

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられているコスモ証券株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中

間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結

果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、コスモ証券株式会社及び連結子会社の平成19年9月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 (※)　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年12月16日

コスモ証券株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　　　　井　出　　　隆

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　　　　平　井　啓　仁

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられているコスモ証券株式会社の平成20年4月1日から平成21年3月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間（平成20年4月1日から平成20年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中

間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結

果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、コスモ証券株式会社及び連結子会社の平成20年9月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間（平成20年4月1日から平成20年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成２０年９月１１日の臨時株主総会において資本金の

額の減少について決議し、平成２０年１０月１５日にその効力が発生している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 (※) １　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。

２　中間連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年12月７日

コスモ証券株式会社

取締役会　御中

　

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　　　井　出　　　隆

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　　　平　井　啓　仁

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられているコスモ証券株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第110期事業年度の中間会計

期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、コスモ証券株式会社の平成19年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 (※)　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年12月16日

コスモ証券株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　　　　井　出　　　隆

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　　　　平　井　啓　仁

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられているコスモ証券株式会社の平成20年4月1日から平成21年3月31日までの第111期事業年度の中間会計

期間（平成20年4月1日から平成20年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、コスモ証券株式会社の平成20年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間（平成20年4月1日から平成20年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

　

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成２０年９月１１日の臨時株主総会において資本金の

額の減少について決議し、平成２０年１０月１５日にその効力が発生している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 (※) １　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。

２　中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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